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主 文

ユ 原 告 の 被告 に 対す る， 高 橋 清 に ９ 億円 及 ぴこ れ に対 す る 平 成 １ ７

年 １ 月 １ ５ 日 か ら 支 払 済 み ま で 年 ５ 分 の 割 合 に よ る 金 員 を 請 求 す る Ｉ

よ う 求 め る 訴 え を 却 下 す る。

２ 原 告 の そ の 余 の 請 求 を 棄 却 す る。

３ 訴 訟 費 用 は 原 告 の 負 担 と す る。

事 実 及 ぴ 理 由

第 １ 請 求

被 告 は， 高 橋 清及 ぴ 阿部 孝 夫に 対 して そ れ ぞれ ９ 億円及 ぴ こ れ に 対 す る平 成

１ ７ 年 １月 １ ５ 貝か ら支 払 済 みに 至 る ま で 年 ５分 の 割合 によ る 金 員， 株 式会 杜

横 浜 銀 行 に 対 し て ４ 億 ５ ０ ０ ０ 万 円 及 ぴ こ れ に 対 す る 同 目 か ら 支 払 済 み に 至 る．

ま で年 ５ 分 の割 合 に よ る金 員， 株 式 会 杜 み ず ほ銀 有 及び川 崎 信 用 金 虜 に対 して

そ れ ぞ れ ２ 億 ２ ５ ０ ０ 万 円 及 び こ れ に 対 す る 同 日 か ら 支 払 済 み に 至 る ま で 年 ５

分の 割 合 によ る 金 員を 請 求せ よ。

第 ２ 事 案 の 概 要

１ 事 案 の 要 旨

川 崎 市 （以 下， た ん．に 「市」 と ち い う。） は， か わ さ き 港 コ ン テ ナ タ ー ミ ナ
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ル 株 式会 杜 （以 下 「訴外 会 杜」 と い う。）
が 第 三セ ク タ ー 方 式 で 股 立 され る に

際 し て， 株 式 会 杜 横 浜 銀 行 （以 下 ｒ横 浜 銀 行」 と い う。）， 株 式 会 杜 み ず ほ 銀

行 （当 時 の 株 式 会 杜第 一 勧 業 銀 行。 以 下 「み ず ほ銀 行」 と い う。） 及 ぴ川 崎信

用 金 庫 （こ れ ら の金 融 機 関 を 以 下 「本 伜 各 金 融 機閲」 と い う。） と の 間 で， 本

例：各 金 融 機 関 の 訴 外 会 杜 に 対 す る 融 資 に っ い て， 本例：各 金 融 機 関 が 損 失 を 被 っ

た 場 合 に は， そ の 損 失 を 補 償 す る 旨 の 協 定 （以 下 『本 件 協 定」 と い う。） を 締

結 し た 。

そ の 後， 川 崎 市 は１ 訴 外 会 杜 が 破 産 宣 告 を 受 け た こ と か ら
！

本 件 各 金 融 機 関

と の 問 で， 横 浜 銀 行 に 対 し て ４ 億 ５ ０ ０ ０ 万 円， み ず ほ 銀 行 （当 時 は 株 式 会 杜

み ず ほ ブ ロ ジ ェ ク ト）及 ぴ 川 崎 信 用 金 庫 に 対 し て そ れ ぞ れ ２ 億 ２ ５ ０ ０ 万 円（以１

下， 併 せ て 『本 件 損失 補 償 金」 と い う。） を 支 払 う 旨の 和解 契 約 （以 下 「本 件

和 解 契 約」 と い う。） を 締 緒 し． 同 金 額 を 支 払 っ た。

本件 は， 川 崎 市 内に 事務 所 を 置 く 杜 団 で あ る原 告 が， 本 件 協 定 は ｒ法 人に 対

す る政 府 の 財 政 援助 の制 限 に 関 す る 法 律」 （以 下 『財 政 援助 制 限 法」 と いう。）

３ 条に 遠 反 し， 無効 で ある か 亭二 本 件 損 失 補債 金 の支 出 は 違 法 な公 金 の支 出で

あ る と し て， 被 告 に 対 し 地 方 自 治 法 ２ ４ ２ 条 の ２ 第 １ 項 ４ 号 に 基 づ き， ① 本

件 協 定 を 締 結 した 当時 の 川崎 市 長 で あ る 高 楡 清 （以 下 「高 橋 元 市長」 と いう。）１

及 ぴ 本 件 損 失補 債 金の 支 出命 令 を発 し た川 崎 市 長で あ る 阿 部孝 夫 （以 下 『阿 部

市 長」 と い う。） に， そ れ ぞ れ ９ 億 円 及 ぴ こ れ に 対 す る 支 払 日 の 翌 日 か ら の 遅

延 損 害 金 の 賠 債 を 請求 す る よ う に 求 め る と と も に． ② 本 件 各 金 融 機 関 に 対 し

て 不当 利 得 と して 上 記各 損 失 補償 金 及 び こ れに 対 する 同 日 以 降 の利 息 の 支払 を

請求 す る よ う求 め た 享案 で あ る。
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２ 基 礎 と な る 事 実

（１〕 当 事 者 等

ア 原 告 は， 会 則 に お い て 「川 崎 市 を 中 心 に 地 方 公 共 団 体 等 の 不 正 ・ 不 当 な

行 為 を 監 視 し、 そ れ ら を 是 正 す る こ と」 を 日 的 と し て 掲 げ た． 川 崎 市 内 に

事 務 所 を置＜ 権 利 能カ な き 杜 団で ある。

イ 高 橋 元 市 長 は・ 平 成 １ ３ 年 １ １ 月 ま で 川 崎 中 長 の 職 に あ り， 平 成 ６ 年 当

時 も そ の 職 に あ っ た 者 で あ る。

阿 部 市 長 は， 平 成 １ ３ 年 １ １ 月 １ ９ 日 に 川 崎 市 長 に 就 任 し， 現 在 ま で そ

の 職 に あ る 者 で あ る。

ウ 訴 外 会 杜 は。 港 湾連 送 事…業
， コ ンテ ナタ ーミ ナ ル 及 ぴ そ れ に 付 随 する 関

連 施 設 の 運 営、 管 理。 清 掃 及 ぴ 讐 備 保 障、 海 上 運 送 事 業 の 代 理 業， 通 関 業

等 を 行 う こ と を 日 的 と し て， 平 成 ６ 年 ５ 月 １ ０ 日 に 第 三 セ ク タ ー 方 式 に よ

り 設 立 さ れ た 株 式 会 杜 で あ る。 な お， 川 崎 市 は， 訴 外 会 杜 の 設 立 に 際 し て，

資 本 金 ６ 億 円 の う ち ３ 億 １ ０ ０ ０ 万 円 を 出 資 し た （甲 １， ４， ２ ５）。

１２〕 本 件 協 定の 締緒

ア 本 件 協 定 の 締 結 に 先 立 っ て．， 平 成 ６ 年 ３ 月 ２ ９ 日 開 催 の 平 成 ６ 年 第 １ 回

川 崎 市 議 会 定 例 会 に お い て， 「仮 称 か わ さ き 港 コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル 株 式 会

杜 の 事 業 資 金借 入れ に 伴 う 金融 機 関等 に 対 する 損失 補償」 に つ い て， 期 間

を 平 成 ６ 年度 か ら債務 消 滅 時 ま でと し， 限 度 額を ９ 億 円 と す る こ と を内 容

と す る 債 務負 担 行為 等 に係 る 同年 度川 崎 市 港湾 整 備 事業 特 別 会 計予 算 が 可

決 さ れ た （甲 ５ ０）。

イ 本 件 各 金 融 機 関， 訴 外 会 杜 及 ぴ 川 崎 市 は， 同 年 ５ 月 １ ０ 日， 以 下 の と お
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り， 訴外 会 杜 事業 資 金 融 資に 関 す る 協定 書 （本 件 協 定） を 孕 り 交 わ した （甲

３，
乙 ２ ３）。 な お、 同 協 定 の 締 結 は 港 湾 局 長 の 専 決 に よ り 行 わ れ た （甲

４ ９）
。

第 １条 （融 資限 度 額）

本 件 各金 融 機 関の 訴 外 会 杜 に 対す る 融 資 額 は， 毎 年度 川 崎 市特 別会 計

予 算 に 定め る川 崎 市 の 訴 外 会 杜 に対 す る 損 失補 償 額 を 限度 と す る。 た だ

し． 個 別 案 件 の 融 資 の 時 期． 金＝額 に っ い て は． 金 融 経 済 情 勢 等 勘 案 し，

その 都 度， 本件 各 金 融 機 関及 ぴ訴 外会 杜 が 協 議に よ り 決 定 する。

第 ２条 （融 資比 率）

前 条 の 融資 限 度 額 に 対す る 本 件 各 金融 機 関 の 融資 比 率 は， 横 浜銀 行が

５ ０ ％． み ず ほ 銀 行 及 ぴ 川 崎 信 用 金 庫 が そ れ ぞ れ ２ ５ ％ と し， そ れ ぞ れ

分 担 融 資 す る。

第 ３ 条 （融 責 条件）

この 協 定 に 基づく 本 件 各 金 融機 関 の 訴 外会 杜 に 対 する 融 資 条 件 は． 次

の 各 号 に よ る。

（１〕 使 途 は、 訴 外 会 杜 の 定 款 に 定 め る 業 務 に 関 す る 資 金 と す る。

ω 期 間， 償 還 方 法、 利 率 及 ぴ 利 息 の 支 払 方 法 は 別 に 差 入 れ る 借 入 証 書

及 び 借 入 中 込 書 に 記 載 の と お り と す る。

第 ４ 条 （融 資 形 式）

１ 項 融 責 の 形 式 は、 証 書 貸 付 又 は 手 形 貸 付 と す る
。

２ 項 訴 外 会 社 は， 本 件 各 金 融 機 関 に 対 し， あ ら か じ め 銀 行 取 引 約 定 書，

あ る い は信用 金Ｉ庫 取引 基 本 契 約 証書 を， ま た融 資 の 都度， 借 入 証書
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及 ぴ借 入中 込 書を 差入 れ る ちの と す る。

３ 項 訴 外 会 杜 は． 前 項 の 約 定 書 及 ぴ 証 書 の 各 条 項 を 遵 守 す る。

第 ５ 条 （損失 補償）

１ 項 この 協 定に 基づく 本件 各 金 融 機 関の 訴 外 会 杜 に 対 す る 融 資に っい

て， 本 件 各 金 融 機 関 が 損 失 を 被 っ た 場 合， 川 崎 市 は 次 項 以 下 に よ り，

そ の 損 失 を 補 償 す る も の と す る。

２ 項 訴外 会杜 が この 協 定に 基 づく 借入 債 務 （以下 「本 債 務」 と いう。）

に っ い て． 本 件 各 金 融 機 関 の 催 告 に も か か わ ら ず， そ の 最 終 弁 済 期

限 後 ３ か 月 を 経 過 し て も， 本 債 務 全 額 （利 息 を 含 む。 以 下 同 じ。）

を 弁 済 し な か っ た と き は，
本 件 各 金 融 機 関 は 川 崎 市 に 対 し， そ の 被

っ た 損 失 の 補 償 を 請 求 す る。

３ 項 本件 各 金融 機 関は． 訴 外会 杜 が 解 散 等 によ っ て 期 限 の 利 益 を失っ

た 場 合 は，本 債 務 全 額 に つ い て そ の 期 限 が 到 来 し た も の と み な し て，

前 項 により 川 崎市 に 損失 の 補 償 を 請求 す る も の と す る。

４ 項 川 崎市 は， 前 ２項 に よ り本 件 各 金 融 機 関 か ら損 失 補 債 の 請求 を受

け た とき は， 遅 滞なく 損 失楠 債 金 を 本 件 各金 融 機 関 に 交 付 する。 こ

の 場合， 損 失 補債 と して 交付 す る 金 額 は 本債 務 残 高 と 交 付 の日 まで

の 未払 利 息及 ぴ遅 滞利 息の 合 計 額と す る。

第 ６ 条 （報告 ・計 画 書の 提 出）

訴 外 会社 は 各事 業年 度 ご と に， 過 年 度 の 決 算報 告 書， 当 該年 度の 事業

計 画 及 び資 金計 画 を本 件各 金 融 機 関 に 提出 す る も の と す る。

第 ７ 条 （協定 の有 効 期限）
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こ の 協 定 は．
平 成 ６ 年 ５ 月 １ ０ 日 か ら 平 成 ７ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で 効 カ を

有 す る も の と す る。 た だ し， こ の 契 約 期 問 満 了 の １ か 月 前 ま で に 当 事 者

の い ず れ か一 方 か ら解 約 の 意 恩表 示 を しな い とき は． さ ら に １ 年 問同 一

条 件 を も っ て 延 長 さ せ る も の と し． 以 後 も ま た 同 様 と す る。

第 ８ 条 （そ の 他）

こ の 協 定 に 定 め た 事 項 の 変 更， そ の 他 必 要 と 認 め ら れ る 事 項 に っ い て

は， そ の 都 度， 本 件 各 金 融 機 関， 訴 外 会 社 及 ぴ 川 崎 市 が 協 議 の う え 決 定

す る も の と す る。

ウ 本 件 各 金 融 機 関 は，
訴 外 会 杜 に 対 し， 設 備 資 金 及 ぴ 事 業 資 金 等 と して，

’
平 成 ６ 年 ５ 月 １ ９ 日 に １ 億 円 （横 浜 銀 行 が ５ ０ ０ ０ 万 円， み ず ほ 銀 行 及 ぴ

川 崎 信 用 金 慮 が そ れ ぞ れ ２ ５ ０ ０ 万 円）， 同 年 １ １月 １ ５ 日 に ６ 億 円 （横

浜 銀 行 が ３ 億 円， み ず ほ 銀 行 及 ぴ 川 崎 信 用 金 慮 が そ れ ぞ れ １ 億 ５ ０ ０ ０ 万

円）， 平 成 ７ 年 ３ 月 ２ ４ 日 に １ 億 円 （横 浜 銀 行 が ５ ０ ０ ０ 万 円， み ず ほ 銀

行 及 ぴ 川 崎 信 用 金 庫 が そ れ ぞ れ ２ ５ ０ ０ 万 円） を 貸 し 付 け た （合 計 ８ 億 円。

以 下 「本 件 貸 付」 と い う。 甲 ７ ３ の ２）。

１３〕 そ の 後 の経 緯

ア 訴 外 会 社 は， 平 成 ７ 年 ９ 月 ７ 日 付 け で 川 崎 市 長 に 対 し， 以 下 の 内 容 の 『訴

外会 杜専 業 資 壷 借 入 れに 伴 う 倫融 機 関 へ の経 営 指 導念 書の 提 出 方依 頼 に っ

い て」 と 題 す る 書 面 （甲 ７ ９） を 提 出 し た。

「当 杜 事 業 資金 の 借 入 債 務 にっ い て川 崎市 の 損失 補 債が なく な っ た こと

か ら，
借 入 条件 等 に つ い て 協調 融 責 団 の 代表 幹 事銀 行 の横 浜 銀行 ほ かと 協

議 を して ま いり ま した が， 今 後 の 融 資 にっ い て信 用 融 資 （無担 保） で川 崎
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市 か ら経 営 指導 念 書 を 差入 れ る こ と で合 意 しま した の で 念 書の 発 行方 よ ろ

し く お 願 い 申 し 上 げ ま す。

な お。 念 書にっ いて は， 本 件 各 金融 機 関 に そ れ ぞ れ 発 行 して い た牟 きた

く 併 せ て お 願 い 申 し 上 げ ま す。」
一

イ 川 崎 市 は， 同 年 ９ 月 ２ ５ 目 付 け で 本 件 各 金 融 機 関 に 対 し． 以 下 の 内 容 の

「訴 外 会 杜事 業資 金 借 入 に 対 す る指 導 育 成 につ いて」 と 題 す る 書 面 （甲 ５

１， ８ ３） を 提 出 し た。 な お． そ の 後 也 川 崎 市 は こ れ と 同 旨 の 文 書 を 本 件

各 金 融 機 関 に 対 し て 定 期 的 に 差 し 入 れ た （甲 ５ ２ な い し ５ ７， ８ ４ な い し

８ ８ ）
。

「川 崎 市 にお きま して は， 平 成 ７ 年度 か らの 訴 外 会 杜 の 事 業資 金 借 入 に

っ い て は、 白 治 省 か ら の 通 達 に よ り， そ の 損 失 補 借 を 見 合 わ せ る こ と に い

た し ま し た
。

つ き ま し て は， 誠 に 勝 手 な お 願 い と は 存 じま す が． 同 杜 の 借 入 金 償 務 に

関 し， 川 崎 市 は 貴 行 に 対 し， ご 迷 患 を お か け し な い よ う， 同 杜 の 経 営 に 関

し 充 分 な 指 導 ・ 監 督 を 行 う 所 存 で ご ざ い ま す の で， 貴 行 の ご 融 資 に 関 し、

何 卒 格 別 な る ご高 配 を 賜り ま す よ うお 願 い 申 し 上 げま す。」

ウ 訴 外 会 杜 は， 本 件 貸 付 後 も， 本 件 各 金 融 機 関 か ら 借 入 れ を 行 い， 借 入 元

未 総 額 は 最 終 的 に ５ ４ 億 円 に 達 し た が， 川 崎 市 は， 上 記 の と お り の 方 針 に

よ り， 前 記１２〕ア の 特 別 会 計 予 算 の ほ か に は 予 算 措 置 を と ら な か っ た （乙 ２

４
，

２ ９ ）
。

１４〕 訴 外 会 杜 の 破 産

川 崎 市 は， 平 成 １ ６ 年 １ 月 ２ ６ 日． 横 浜 地 方 裁 判 所 川 崎 支 部 に 対 し， 訴 外
Ｉ

．７． 横 浜 地 方 裁 判 所

会 杜 に 対 して 本 件 協 定に 基 づく 求債 権等 を 有 す る債 権者 と して， 同 杜の 破 産

手 続 開 始 の 申 立 て を す る と と も に （甲 ６ ９）， 保 全 管 理 命 令 の 申 立 て を 行 い，

同 裁 判 所 は， 同 日， 訴 外 会 杜 に っ き 保 全 管 理 人 に よ る 管 理 を 命 じ る 旨 の 決 定

を し た （乙 ２ ５）。

同 裁 判 所 は． 同 年 ３ 月 １ ２ 日 午 後 ５ 時， 訴 外 会 杜 を 破 産 者 と す る 旨 決 定 し

（甲 ７ ０）， 同 年 ７ 月 ６ 日 及 ぴ 同 年 １ ２ 月 １ ４ 日 に 開 催 さ れ た 償 権 者 集 会 を

経 て （負 債 総 額 は 約 ６ ８ 億 円 と 報 告 さ れ た。）． 同 日． 破 産 財 団 を も っ て 破

産 手 続 の 費用 を 支 弁す る の に 不 足す ると 認 め， 破 産 手 続を 廃止 す る 旨決 定 し

た （ 乙 ２ ６
， ２ ７）

。

同 本 件和 解 契約

ア 川 崎 市 と 本 件 各 金 融 機 関 は 協 議 の 上、 平 成 １ ６ 年 １ ２ 月 ２ ７ 日， 訴 外 会

杜 に 対 する 事 業 資 金の 融資 に 関 する 損失 補 償 に っい て， 以 下 の と お り 和解

し た （本 件 和 解 衰 約。 乙 ３ １， ３ ２）。 な お． 訴 外 会 祉 は， 本 件 貸 付 後，

本 件 各金 融 機 関 との 間 で そ の弁 済 期を 変 更 す る 旨の 合意 を 繰り 返 して い た

が
， み ず ほ 銀 行 に 対 し て は 平 成 １ ４ 年 １ １ 月 １ 日， 横 浜 銀 行 及 ぴ 川 崎 信 用

金 慮 に 対 し て は 平 成 １ ５ 年 ５月 １ 日 に 期 限 の 利 益 を 喪 失 し， 既 に そ れ ぞ れ

の 債 務 に っ い て は 弁 済 期 が 到 来 し て い た （甲 ５ ８， ６ ９， ７ ３ の ２， ７ ７，

乙 ２ ４）
。

第 １ 条

本 件 協 定の 規定 に 基 づく 損 失 補償 に係 る損 失 の 額の確 定日 は， 訴 外会

杜 の 破 産 廃 止 の 決 定 の 日 と す る。

第 ２ 条

．８． 、 横 浜 地 方 裁 判 所



川 崎 市 は， 本 件 各金 融 機関 の 訴 外 会 杜 に 対す る 事 業資 金 の 融 資に 関す

る 損 失 補 償 と し て． 横 浜 銀 行 に 対 し 金 ４ 億 ５ ０ ０ ０ 万 円、 み ず ほ 銀 行 に

対 し 金 ２ 億 ２ ５ ０ ０ 万 円， 川 崎 信 用 金 虜 に 対 し 金 ２ 億 ２ ５ ０ ０ 万 円 の 支

払 義 務 が あ る こ と を 認 め， こ れ ら を 和 解 成 立 日 か ら １ か 月 以 内 に， 本 件

各 金 融機 関 の 指定 す る各 口 座 に 振 り 込 む方 法 に より 支 払 う。

第３ 条

本 件 各 金 融 機 閲 は， 川 崎 市
１
に 対 し， 本 件 に 閲 す る そ の 余 の 請 求 を 放 棄

す る
。

第４ 条

川 崎 市 と 本 件 各 金 融 機 関 と の 間 に は， 本 件 に 関 し， 本 和 解 条 項 に 定 め
’

る ほ か
， 何 ら の 債権 債 務 の存 在 しな い こ と を相 亙 に確 認 す る。

第５ 条

本 件 和 解 費 用 は， 各 自 の 負 担 と す る。

イ 平 成 １ ７ 年 １ 月 ７ 日， 上 記 ア の 合 計 ９ 億 円 （本 件 損 失 補 伐 金） に っ い て

支 出 命 令 が 発 令 さ れ， 同 月 １ ４ 日 に 支 出 さ れ た （乙 ３ ３）。．

（６） 住 民 監 査 請 求及 ぴ 監査 の 緒 果 （甲 ７ ２， ７３）

原 告 は． 同 年 ３ 月 ７ 日， 川 崎 市 監 査 委 員 に 対 し， 本 件 損 失 補 償 金 の 支 出 は

財 政援 助 制 陣 法３ 条 が禁 止 す る 保 証契 約 の脱 法 的 支払 で あ って 違 法， 不 当 な

公 金の 支 出 であ る と して， 本 件協 定 の 締 結 責 任 者 で ある 商橋 元市 長 及 ぴ 本件

協 定に 基 づ く 現 実 の支 払 責 任 者で あ る 阿 部 市 長 に 対 し， 損害 賠｛書請 求 を 行う

こと を 求 め て． 住 民監 査 請求 を レ た （以 下 「本件 監 査請 求」 とい う。）。

川 崎 市 監 査 委 員 は１ 同 年 ４ 月 ２ ６ 日 付 け で， 原 告 に 対 し， 原 告 の 上 記 監 査

．ｇ。 横 浜 地 方 裁 判 所

第 ３

１

２

第４

１

請求 の う ち高 橋 元 市 長 に対 し損 害 賠 償 請 求を す るこ と を求 め る 部 分 に っ いて

は 監 査 諦 求 期 間 を 徒 過 し， 地 方 自 治 法 ２ ４ ２ 条 ２ 項 た だ し 書 に い う 「正 当 な

理 由」 も 認め ら れ な いと して却 下 し． そ の 余 の請 求 につ い て は、 監 査委 員 ４

名 の意 見が 一 致 せ ず 合議 が整 わ な か っ た 旨 の監 査 結果 を 通知 した
。

争 点

本 件 監 査言青求 は， 監 査 請 求 期 間 を 遵 守 し て さ れ た も の か ど う か。

ま た、 本 件 監 査 請 求 が 監 査 請 求 期 間 後 に さ れ た と す れ ば， こ の 点 に っ い て 原

告 に は 地 方 自 治 法 ２ ４ ２ 条 ２ 項 た だ し 書 に い う 正 当 な 理 由 が あ る か ど う か。

本 件 協 定 は 財政 援 助 制 限法 ３ 条 に反 す る 遠 法な もの で ある か ど う か。

ま た， 本 件 損失 補 償 金 が支 出 さ れ た こ と に つい て， 高 橋元 市 長 及 び 阿 部 市長

は市 に 対 し損 害賠 償 を す ぺき 義 務 が あ る か ど ラか， 本 件 各金 融 機 関 は 市 に 対 し

本 件 損 失 補 債金 を 不 当利 得 と して 返 還 す ぺ き か どう か。

争 点 に 関 する 当 事 者 の主 張

争 点１ （監査 謂求 期 間の 遵 守等） に つ い て

【被告 の 主 張】

ω 監 査 請 求 期問 の 起 算 点 につ い て

ア 同 住 民 監査 請 求 は 財務 会 計 上 の 行 為 又 は怠 る 事実 を 対象 と して 行 われ る

ち の で あ り， 行 為 に っ い て の 監 査 請 求 は，
当 該 行 為 の あ っ た 日 又 は 終 わ

っ た 日 か ら １ 年 を 経 過 し た と き は， こ れ を す る こ と が で き な い も の と き

れ て い る （地 方 白 治 法 ２ ４ ２ 条 ２ 項 本 文）。

そ し て、 こ こ に い う 行 為 と は， 支 出 負 担 行 為１ 支 出 命 令 及 ぴ 支 出 （狭

義） と い う 個々 の 具 体 的な 財 務 会 計上 の 行為 を いう か ら， 監 査 請 求期 間

．ｌＯ． 横 浜 地 方 裁 判 所



は こ れ らの各 行 為 ごと に 当 該 行為 の あっ た 日 か ら 各 別 に 計 算 さ れる （最

高 裁 判 所 平 成 １ ４ 年 ７ 月 １ ６ 日 第 三 小 法 廷 判 決）。

ま た，上 記 の 行 為 の あ っ た 日 と は 一 時 的 行 為 に つ い て 当 該 行 為 の 日 を，

行 為 の 終わっ た 目と は 継 続 的 行為 に つ いて 当 該 行 為 が 終 わ っ た 日を 指す

と こ ろ， 契 約 の 締 結 行 為 は 一 時 的 行 為 で あ る か ら， こ れ を 対 象 と す る 監

査 請 求 は契約 締 緒日 か ら１ 年 内 に監 査 請 求 しな け れ ぱ な ら な い （最 高 裁

判 所 平 成 １ ４ 年 １ ０ 月 １ ５ 日 第 三 小 法 廷 判 決）。

け） 原 告 は， ① 本件 協 定 を 締 結 した こと （支 出負 担 行 為） 及 ぴ② そ の履

行 行 為 と して の 支払 （支 出 命 令） が 遠 法 で ある と して。 本 件 監 査請 求 を

し て い る
。

し か しなが ら、 上 記 ① 一 ？ い てい え ば， 本 件 協 定 の 締 結 は 支 出負 担 行

為 た る 契約の 締 結行 為 で あ り． その 効 カ が継 続 性 を 有 して い る とは い え

’ 時 的 行 為 で あ っ て． １ 年 の 監 査 請 求 期 問 は 契 約 の 締 緒 日 か ら 起 算 さ れ

る。 し た が っ て，
本 件 協 定 が 締 繍 さ れ た の は 平 成 ６ 年 ５ 月 １ ０ 日 で あ る

か ら， 原 告 が 本 件 監 査 請 求 を し た 平 成 １ ７ 年 ３ 月 ７ 日 に は 既 に １ 年 以 上

が 経 過 し て い る こ と に な る。

ま た， 上 記 ② に っ い て は， 支 払 自 体 は 同 年 １ 月 １ ４ 日 （支 出 命 令 は 同

月 ７ 日） に さ れ て い る が． 支 出 負 担 行 為 の 遠 法 を 理 由 と す る 履 行 行 為 に

つ い て の 監 査 請 求 は 支 出 負 担 行 為 のと き か ら 計 算 さ れ る ぺ き で あ る か

ら， こ の 点 に つ い て の 監 査 請 求 も ① の 場 合 と 同 様 に 監 査 期 問 を 経 過 し た

後 に さ れ
一
た も の と い う こ と に な る。

（ウ 以 上の とお り． 本 件 監 査 請 求 はい ず れも 監 査 請 求 期 問 が 経過 した後 に

．１１． 械 浜 地 方 裁 判 所

さ れた も の で ある か ら． 原 告 は適 法 な監 査請 求 を経 て お ら ず 本件 訴 えは

い ず れ も 不 適 法 で あ る。

イ 原 告 は，
高 橋 元市 長 の し た 支出 負 担 行為 （本 件 協 定の 締 結） に関 して、

最 高 裁 判 所 平 成９ 年 １月 ２ ８日 第 三 小 法廷判 決 （以下 『平 成 ９ 年最 判」 と

い う。） を 援 用 し て、 職 員 の 違 法 な 財 務 会 計 行 為 に よ っ て 地 方 公 共 団 体 が

被っ た 損 害の 補て ん を 求 め る監 査 請 求期 間 は。 地 有公 共 団 体 に 当 該 職員 に

対 す る 実 体 法 上 の 請 求 権 が 発 生 し． こ れ を 行 使 す る こ と が で き る こ と に な

っ た 目 を 基 準 と し て 起 算 す ぺ き で あ る と 主 張 す る。

し か し， 上 記 主 張 は 以 下 の と お り 失 当 で あ る。

同 地 方 自 治 法 ２ ４ ２ 条 ２ 項 本 文 が １ 年 間 の 監査 請 求 期 間 を 定 め た趣 旨

は； 普 通 地 方 公 共 団 体 の 機 関， 職 員 の 行 為 に っ い て， い つ ま で も 争 い 得

る 状 態 に し て お く こ と は 法 的 安 定 性 の 見 地 か ら 見 て 好 ま し く な い こ と に

よ る。

支 出 負 担 行 為 に っ い て， 支 出 命 令， 支 出 （狭 義） が さ れ て 損 害 補 て ん

の 監 査 請 求 を し 得 る ま で 監 査 請 求 を し 得 る と す れ ぱ， 本 件 事 案 の よ う に

支 出 負 担行 為 時 か ら相 当 長 期 を 経 過 して もな お 支出 負 担 行 為 を 争い 得 る

こ と と な り， 法 的 安 定 性 を 害 し， 法 が １ 年 の 監 査 請 求 期 問 を 定 め た 趣 旨

に 反 す る。

用 住 民 監 査 請 求 制 度 は， 遠 法 ・ 不 当 な 財 務 会 計 上 の 行 為 又 は 怠 る 事 実 に

つ い て 予 防 ・ 是 正 を 監 査 委 員 に 請 求 す る 権 能 を 住 民 に 与 え、 ま た， 住 民

訴 訟 は 遠 法 な財 務 会 計 上 の 行為 に っ いて 予 防・ 是 正 を 裁判 所 に請求 す る

権 能 を 住 民 に 与 え る も の で あ る が， こ れ ら の 予 防 ・ 是 正 の 請 求 を 損 害 の
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補 て ん の 請 求 に 限 定 し て い る わ け で は な い。

す な わ ち． 広 義 の 支 出 は， 支 出 負 担 行 為， 支 出 命 令， 支 出 （狭 義） と

い う 一 連 の 手 続 で 行 わ れ る が
． 住 民 は，

支 出 （狭 義） が さ れ た 上 で の 損

害 補 て ん の 監 査 請 求 し か 行 え な い わ け で は な く， 支 出 負 担 行 為 が さ れ る

前 に お い て ち そ の 防 止 を 求 め る 監 査 請 求 が で き る し，
支 出 負 担 行 為 が さ

れ れ ば， 支 出 命 令 が な さ れ る 前 で あ っ て も そ の 是 正 を 求 め る 監 査 請 求 が

で き （地 方 白 治 法 ２ ４ ２ 条 １ 項）， こ れ に よ り 抜 本 的 な 解 決 を 図 る こ と

が で き る。

住 民 は、 監 査謂 求 に おい て その 請 求 が 認 め ら れ なけ れ ば 住 民 訴訟 を提

起 す る こ と に な る が， 住 民 訴 訟 手 続 に お い て も， 支 出 負 担 行 為 に つ い て

監査 請 求 を経由 して い れ ば， 本件 協 定 紬 結 当 時 の 平成 １ ４ 年 法律 第 ４ 号

によ る 改正 前の 地 方自 治法 （以 下 『１日地方 自 治 法」 な い し 「旧法」 と い

う。） ２ ４ ２ 条 の ２ 第 １ 項 ４ 号 に よ り 『当 該 行 為 の 相 手 方 に 対 す る 法 律

関 係 不 存 在 確 認」 の 訴 え を 提 起 で き る し、 そ う で な く と も 同 項 １ 号 に よ

り 当 該支 出負 担行 為 に 基 づく 支 出命 令 や 支 出 の差 止 めの 訴 え 等 を提 起 す

る こ と が で き， こ れ に よ り 抜 本 的 な 解 決 を 図 る こ と が で き る。 そ し て こ

れ ら 訴 訟 の 継 続 中 に， 支 出 命 令 や 支 出 が さ 札 た 場 合 に は， 住 民 は 新 た な

監 査 請 求 を行う ま で も なく． 当 該 職 員 に 対 す る 損 害賠 償 の 訴 えな い しは

当 該 行 為 の 相 手 方 に 対 す る 不 当 利 得 返 還 の 訴 え に， 訴 え を 変 更 す る こ と

が で き る。

上 記 の と お り 本 伜 で 間 題 と な る 広 義 の 支 出 に つ い て い え ば， 支 出 命 令

や 支 出 （狭義） 牟 さ れ て 当該 職 員 に対 す る 損 害補 て んの 請 求 がで き る よ
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う に な る 時 期 ま で 支 出 負 担 行 為 に っ い て の 監 査言育 求 を 許 容 し な け れ ば 住

民 監 牽 請 求 制 度 の 日 的 に 反 す る こ と に は な ら な い し， そ の よ う に 解 し な

け れ ば 住 民 監 査請 求， 住 民訴 訟 に 関す る 住 民の 利益 を不 当 に 害 す るこ と

に な る わ け で は な い。

（ヴ 原 告 が 引 用す る平 成 ９年 最 判 の 事案 は、 財 務 会計 上の 行 為 が 違 法， 無

効 で あ る こ と’こ基 づ い て 発 生 す る 実 体 法 上 の 請 求 権 の 不 行 使 を も っ て 財

産 の 管 理 を 怠 る 事 実 と す る 住 民 監 査 請 求 に つ い て 判 示 し た も の で あ り．

本 件 監 査 請求 は 損 失 補償 金 の 支出 が 違 法 ・不 当な 公 金の 支 出 に 該当 す る

と し て さ れ て い る も の で あ っ て， 事 案 を 異 に す る。 上 記 最 判 は， 住 民 監

査 請 求 をチ る 余 地 が ない に も か かわ ら ず， 監 査謂 求期 間 が進 行 する の は

不 合 理 で あ る こ

．
と を 理 由 と す る も の で あ り． 本 件 の よ う に 本 件 協 定 締 結

時 に 住 民 監 査 請求 が で き た場 合 にま で 適 用 され る法 理で は な い。

な お， 原 告 は， 除 斥 期 間 に 関 す る 最 高 裁 判 決 を 引 用 す る が． 監 査 請 求

期 問 に っ い て 判 断 し た も の で は な い か ら， 原 告 の 主 張 を 裏 付 け る も の で

は な い。

ウ ま た， 支 出 命 令 に っ い て の 監 査 請 求 期 間 に っ い て い う と， 前 記 ア で 述 ぺ

た と お り， 地 方 自 治 法 ２ ４ ２ 条 ２ 項 本 文 の 監 査 請 求 期 間 は． 支 出 負 担 行 為，

支 出 命 令， 支 出 （狭 義） に っ い て， そ れ ぞ れ の 行 為 の あ っ た 日 か ら 各 別 に

計 算 さ れ る が， こ の 理 は． 支 出 負 担 行 為， 支 出 命 令． 支 出 （狭 義） に 対 す

る 各 監 査 請 求 が そ れ ぞ れ 別 個 の 監 査 請 求 と し て さ れ る 場 合 に 限 っ て 成 立 す

る
。

す な わ ち． 例 え ぱ， あ る 支 出 負 担 行 為 が 遠 法 で あ る と し て さ れ る 支 出 の
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防止 を 求 める 監査 請求 と，
当 該 支 出 が さ れた 後 に 支出 を した 職 員 に 対す る

損 害 賠 償 若 しく は 相 手 方 に 対 す る 返 還 請 求 す ぺ き 旨 の 監 査 請 求 は， 少 な く

とも 後 者 の監査 請 求に お い て 支 出 負 担 行為 の 遠 法 のみ 主 張 さ 札 て い 手場 合

に は 同 一 の 監 査 請 求 と 考 え る ぺ き で あ る。

こ の よ うな場 合， 支 出 負 担 行 為 に っ いて は， 既に 監 査 請 求期 間 を経 過 し

て 監 査 請求 を し得な い の に， 支 出 命 令， 支 出 （狭義） に 対 す る 監 査請 求 で

あ る と し て１ 支 出 負 担 行 為 の 遠 法 幸 そ の 監 査 請 求 で 審 査 で き る と す れ ぱ。

支 出 負 担 行 為の監 査 請 求 期 間 の起 算 点 を実 質 的に 支 出 （狭義） の 目 と す る

こ と に な り， 地 方 自 治 法 ２ ４ ２ 条 ２ 項 本 文 の 期 間 制 限 の 趣 旨 に 反 す る こ と

に な っ て しま い， 不 合 理 で あ る；

本 件 監 査請 求の う ち， 本件 損 失 補 償 金 の 支出 命 令 に係 る 監 査 請 求 （前 記

ア ω の ②） は， 専 ら 支 出負 担 行 為 た る 本 件 協定 の 締結 行 為 の 連 法 を 理由 と

す る も の で あ る か ら、 上 記 の 理 由 に よ り。 同 監 査 請 求 は 監 査 請 求 期 間 を 徒

過 し て さ れ た 屯 の と 解 す ぺ き で あ り， 不 適 法 と い う ぺ き で あ る。

１２〕 ｒ正 当 な 理 由」 の 有 無 に つ い て

原 告 は， 高 橋元 市長 が し た 支 出負 担 行 為 （本件 協 定 の締 結） と ｑ 関係 で は，

仮 に 本 件 監 査 請求が 監 査 請 求 期 間後 の も ので あ ると して も 地 方自 治 法 ２ ４ ２

条 ２ 項 た だ し書 に い う 「正 当 な 理 由」 が あ る と 主 張 し て い る。

し か し， 上 記 の 「正 当 な 理 由」 と は， 当 該 普 通 地 方 公 共 団 体 の 住 民 が 相 当

の注 意 カ を もっ て調 査 す れ ぱ 客観 的 に み て 監査 請 求 を す るに 足 り る 程度 に 当

該 行 為 の 存在 又 は内 容 を知 るこ と が で き た と解 さ れ る とき か ら 相当 な 期 間 内

に 監 査 請 求 を した か どう か に よ っ て 判 断 さ れる ぺ き も ので あ る （最 高 裁 判 所
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平 成 １ ４ 年 ９ 月 １ ２ 日 第 一 小 法 廷 判 決）。

本 件 協 定の 締 結 にっ い て は， 議 会 で債 務負 担 行 為 の誰 決 を 得 て お り， 議会

の 議 事 録，．
予 算 書 を 閲 覧 す れ ば 誰 で も こ れ を 知 る こ と が で さ る し， 本 件 協 定

の 締 緒 に係 る 決 裁 文書 及 び 契約 書 も 情報 公 開手 続 によ り そ の内 容 を 誰 で も知

る こ と が で き る。 ま た， 原 告 は． 別 件 住 民 訴 訟 に お け る 平 成。１ ５ 年 ７ 月 １ ６

日 付 け 準 備 書 面 （乙 ３ ４） を も っ て， 本 件 協 定 の 締 結 が 違 法 で あ る と の 主 張

を 行 っ て お り， そ の 時 点 に お い て 上 記 支 出 負 担 行 為 の 存 在 及 ぴ 内 容 を 知 っ て

い た
。

原 告 は． 現 実 の 損 害 が 発 生 し た こ と が 分 か ら な け れ ぱ 監 査 請 求 が で き な い

旨 を 主 張 す る が
．

上 記 「正 当 な 理 由」 の 有 無 に 係 る 『相 当 な 期 問」 は 「当 該

行 為 を知 る こ とが で き たと 解 さ れ る とき」 から 起 算さ れ るも の で あ り， 現 実

の 損 害 が 発 生 し た と き か ら 起 算 さ れ る も の で は な い。

以 上 の と お り， 本 件 監 査 請 求 に は 「正 当 な 理 由」 が あ る と は い え な い。

１原 告 の 主 張】

い 監 査 請 求 期問 の 起 算点 に つ いて

ア 本 件 監 査 請 求 は， 平 成 １ ７ 年 １ 月 に さ れ た 支 出 命 令 及 ぴ そ の 支 出 行 為 を

基 本 に して い え ば， 地 方 自 治 法 ２ ４ ２ 条 ２ 項 本 文 所 定 の 監 査 請 求 期 問 の 要

件 を 満 た し て い る。

イ 同 被 告 は， 高 橋 元市 長 の した 支 出負 担 行為 （本 件 協定 の 締 結） にっ い て

の 監査 請 求 期 間 は当 該 行為 が さ れ た平 成 ６年 ５月 １ ０ 日 か ら 起 算さ れ る

と 主 張 し て い る。

し か し， 職 員の 違 法 な財 務 会 計 行為 によ っ て 地方 公 共 団 体が 被っ た損
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害 の補 て んを 求 め る 監査 請 求期 間 は、 地 方 公 共 団 体の当 該 職 員 に対 す る

実 体 法 上 の 請 求 権 が 発 生 し， こ れ を 行 使 す る こ と が で き る こ と に な っ た

日 を 基 準 と し て 起 算 す ぺ き で あ る ．（平 成 ９ 年 最 判）。 ｐ 最 判 の 事 琴 は、

地方 公 共団 体の 首 長 個 人 に対 する 損 害 賠 債請 求 権 の 行使 を 怠 る 事実 に 関

す る 事案 で ある が， 当 該 損害 賠債 請 求 権 はい ま だ 発 生 して い な い と い う

事 実 に かんが み， 監 査 謂 求の 対象 と な る ぺき 右 損 害 賠債 請 求 権 の 行 使 を

怠 る 事 実 も 存 在 し な い と 判 示 し た。

損害 賠債 請 求 権 は 発 生 してい る が 怠 る事 実 は 存 在 しな い と い う 事案 と

は 異 な り． 損 害 賠 償 請 求 権 そ の も の が 発 生 し て い な い 場 合 に は， 怠 る 事

実 の 相 手 方 に 対 す る も の で あ ろ う と， 当 該 職 員 に 対 す る も の で あ ろ う と．

これ を 地方 公共 団 体 が 行 使す る こ とも， ま た 住 民が 代位 行 使 す る こ と も

不 可 能 であ る。 平 成 ９ 年 最判 は． 損 害賠 債 請 求 権の 行使 を 求 める 監 査 請

求 の 申立 期間 は， 当 該 請 求権 が 成立 した とき か ら起 算さ れ る と い う 当 然

の 法 理 を 確 認 し た も の で あ っ て， こ の 法 理 は 怠 る 事 実 に 固 有 の も の で は

な い
。

レた がっ て， 地 方自 治法 ２４ ２ 条 ２ 項に い う 『当該 行 為 の あ った 日」

と は， 当 該 行 為 に よ っ て 直 ち に 損 害 が 発 生 す る と い う 関 係 が 存 在 し な い

場 合 は、 損 害 の 発 生 時 点 を い う と 解 す ぺ き で あ る。

本 件 で は 平 成 １ ７ 年 １ 月 １ ４ 日 に 市 収 入 役 が 合 計 ９ 億 円 を 本 件 各 金 融

機 関 に 支 払 っ た こ と に よ っ て 損 害 が 具 体 的 に 発 生 し た の で あ る か ら，
高

橋元 市 長の し た 支 出 負 撞 行為 （本 件 協 定の 締 結） を 理由 と して損 害 の 補

て んを 求め る 本 件 監 査 請求 の起 算 点 は上 記１ヨ時 で あり， 本 件 監査 請 求 は
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そ れ か ら １ 年 内 に さ れ て い る か ら 適 法 で あ る。

（イ１ 被 告 は， 平 成 ９ 年 最 判 の 射 程 範 囲 は 極 め て 限 定 的 で あ る と 主 張 す る よ

う で あ る が， 地 方 自 治 法 ２ ４ ２ 条 ２ 項 と 同 様 に，
「不 法 行 為 の と き」 を

起算 点と す る 除 斥 期 間の 規 定 （民 法 ７２ ４ 条 後 段） に つい て， 近年 の最

高 裁 判 決 が 伝 統 的 な下 級審 判 決 や通 説 に 反 して損 害 発 生時 説 を採 用 する

に 至 っ て い る こ と は． 本 件 に お い て も し ん し ゃ く さ れ る ぺ き で あ る。

被 告 がい う 法 的 安 定性 と い う概 念 は． 権 利主 張 の 客観 的 可 能 性 の要 件

を 前 提 と して 初 め て 許容 さ れ るち の で あ る。 監 査 謂求 期 間 や 除 斥期 間 の

起 算 点 に関 す る 最 高裁 判 決 が損 害 発 生説 を採 用 し たこ と は， 権利 主 張の

客 観 的 可 能 性 を 重 視 す ぺ き で あ る と し た も の で あ る。

（ヴ 被 告 が 主 張 す る よ う に， 旧 法 ２ ４ ２ 条 の ２ 第 １ 項 ４ 号 に は，
「当 該 行

為 若 しく は 怠 る 事 実 の相 手 方 に対 す る 法 律 関係 不 存 在確 認 の 餉 求」 と い

う 訴 訟 類 型 を 認 め る 規 定 が あ っ た。 し か し， 同 条 同 項 の 柱 書 に は， １ 号

請 求 （当該 行 為 の 差止 請 求） の 要 件 に っ い て，
「当 該 行 為 に よ り 普通 地

方 公 共 団 体 に 回復 の 困 雌 な損 害 を 生ず る お そ れ が ある 場合 に 限 る」 とい

う 厳 格 な制 限 が 規 定さ れて い た （こ ㍗ 制 限 は 改 正 法 に よ っ て 除 去 さ れ

た）。

本件 に 即 し て い え ば， 川 崎 市 が 損 失補 債 契 約 の履 行 を 迫 られ る 現 実的

危 険 性 が 発 生 し て い な け れ ぱ． 市 に 「損 害 が 生 ず る お そ れ」 そ の も の が

否 定 さ れ． １ 号 請 求 は 認 め ら れ な い こ と と な る。

そ し て， ４ 号 後 段 の 法 偉 関 係 不 存 在 碓 認 請 求 に よ れ ば， 損 害 発 生 の 蓋

然 性 や 回 復 困 難 性 の有 無 に か かわ ら ず， 同 じ目 的 を 達す るこ と が でき る
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と い う の であ れ ぱ、 １ 号 請 求に 特別 の 要 件 を設 定 した 趣 旨 は 没 却 され る

こ と に な る。 し た が っ て． 旧 法 上 の 法 律 関 係 不 存 在 確 認 請 求 は １ 号 請 求

を 適 法 な ら しめ る 程 度の 要 件が 存 在 し た場 合 に初 め て， 確 認 の利 葦 な い

し 争 帯 の成 熟 性 等 の訴 訟 要 件の 具 備が 認 め ら れる と 解釈 さ れ る ぺ き であ

る
。

そ う す る と， 本 件 に お い て は， 住 民 と し て は 旧 法 上 の 法 律 関 紅 不 存 在

確 認 請 求 を す る こ と が で き た こ と を 理 由 に し て． 本 件 協 定 締 結 の 日 を 起

算 点 と し て 監 査 請 求 期 問 を 考 え る ぺ き で あ る な ど と は い え な い。

ウ な お、 被 告 は， 阿 部 市 長 の し た 支 出 命 令 に つ い て の 監 査 請 求 期 間 は 本 伜

協 定 締 結 目 か ら 起 算 す ぺ き 旨 を 主 張 す る が， こ の 点 は 争 う。

１２１ ｒ正 当 な 理 由」 の 有 無 に つ い て

ア 高 橋 元 市長 の し た支 出 負担 行 為 （本 件 協 定 の締 結） と の 関 係 で は． 仮 に

本 件 監 査 請 求 が監 査 期 間経 過 後 にさ れ た も の であ る とす れ ば、 そ の点 に っ

い て は 法 ２ ４ ２ 条 ２ 項 た だ し 書 所 定 の 「正 当 な 理 由」 が あ る。Ｉ

す な わ ち
、 千 件 協 定 書 は． そ の 第 ５ 条 の 規 定 か ら し て， 融 資 金 に っ き 本

件 各 金 融 機 関が 損 失 を 被 っ た 場 合 に 市 が そ の 損 失 を 補 債 す る と い う も の

で， 具 体 的 に は， 訴 外 会 杜 が 弁 済 期 限 後 ３ か 月 を 経 過 し た 時 点 ÷ 債 務 を 完

済 しな い とき は， 市 は本 件 各 金融 機 関 の請 求 に 対 し． 遅 滞な く 損 失 補償 金

を 交 付 す る と い ラ も の で あ る。 す な わ ち， 支 出 負 担 行 為 で あ る 本 件 協 定 は，

そ れ を 締 結 した こ と 自 体 か ら 直 ち に 市 に 支 払 義 務 が 発 生 す る も ので は な

レ ㌧
、

し た が っ て， 連 法 な 支 出 負 担 行 為 に 基 づ い て 市 が 高 橋 元 市 長 に 対 し て 損
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害 賠 償 請 求 権 を 取 得 す る の は． 現 実 に 損 害 が 発 生 し た 場 合
’
に 限 ら れ る か ら．

損 害 の発 生 （現 実の 支 出） を 待っ て 支 出 負 担行 為 を 行っ た 者 の 貫 任 を追 及

す る場 合． こ れ が当 該 行為 （本 件 協 定 の 締 緒） の 日 から １ 年 を 経過 した後

に な る こ と に は 「正 当 な 理 由」 が あ る。

イ 被 告 は， 「手 当 な 理由」 の有 無 に係 る『相 当 な 期 問」は， 当 該 行 為 を 知る

こ と が で き たと 解 さ 札る と き か ら 起 算さ れ る も の であ り， 現 実の 損 害 が発

生 し た と き か ら 起 算 さ れ る ち の で は な い と 主 張 す る。

し か し、 本件 監査 諦 求 は 抽 象 的 一 般的 に 事 前 予 防と して 損 失 補 債 金の 支

出 差止 め を求 め てい る の で は なく， 具 体 的 な損 失の 発生 を 捉 え て 監 査請 求

を行 っ て い る の であ っ て． 抽 象 的一 般 的 に 遠 法 な支 出負 担 行 為 を 畢 えて 監

査 請 求 を 行 う のと は 別 に， 上 記の よ う な 具 体的 な 損 朱を 捉 え て 監 査請 求 を

す る 途 が 保 障 さ れ て い な け れ ば な ら な い。 被 告 の 主 張 は 失 当 で あ る。

２ 争 点 ２ （本件 損 失 補 償金 の 支 出 の 遠 法性 の 有 無 等） に つ いて

【原 告 の 主 張】

（１〕 訴外 会 杜 の 設 立及 ぴ 破 た ん に 至 る経 緯 に っ いて

ア 東 京 湾 内 に は， 港 湾 法 ２ 条 ２ 項 に い う 特 定 重 要 港 湾 と し て 東 京 港， 横 浜

港， 川 崎 港 及 ぴ千 葉 港 が あ る が
、

川 崎 港 及 ホ千 葉 港 は東 京 港 及 ぴ横 浜 港と

比 ぺ て コ ン テ ナ 埠 頭 等 の 施 設 の 整 備 状 況．が 全 く 異 な っ て お り， 入 港 す る コ

ン テ ナ 船 の 数 も １ 隻 当 た り の 積 荷 も 少 な く， 実 際 に も、 川 崎 港 に コ ン テ ナ

埠 頭 が 必 要 で あ る と い う 需 要 も な か っ た。

訴 外 会 杜 が 設 立 さ れ る に 際 し て， マ ー ケ ッ ト リ サ ー チ （市 場 調 査） を 行

い． そ の 需 要 見 込 に つ き 検 討 し た 形 跡 は な く． 審 議 会 で の 審 議 等 も 希 望 的
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推 測 に 基 礎 を 置 く 非 実 践 的 検 討 に 終 始 し て い る。 す な わ ち、 訴 外 会 杜 は 川

崎 港 に お け る コ ン テ ナ 事 業 の 実 態 把 握 も， 調 査 分 析 も な く 設 立 さ れ た も の

で， そ の 破 た ん は 必 至 で あ っ た。 訴 外 会 杜 の 財 務 状 態 の 悪 化 は 偶 尭 的 な も

の で は な く，
棚 造 的 ・ 不 可 避 的 な も の で あ る。 し た が っ て。 訴 外 会 杜 は そ

の 設 立 自 体 が 誤 り で あ り， そ の 点 に 公 益 性， 公 共 性 を 認 め る こ と は で き な

い
。

一

イ 訴 外 会 杜 は， 設 立 後， 毎 年 赤 字 が 継 続 し， 阜 晩 倒 産 に 至 る こ と は 明 ら か

で あ った
。 原告 と して も， 川 崎市 の 訴 外 会 杜 に 対 する 支援 の 差止 め を 求め

て 住 民 監 査 請 求 を 燥 り 返 し た が． 川 崎 市 は， 訴 外 会 杜 の 事 業 は 継 続 可 能 で

あ る と か， 好 転 す る 見 通 し が あ る 等 と し て， 訴 外 会 杜 に 対 す る 支 援 を 継 続

し． 累 積 赤 字 を 増 大 さ せ， 市 財 政 の 損 失 額 を 増 大 さ せ た。 原 告 は， 平 成 １

４ 年 １ ２月 ２４ 日， 川 崎 市が 訴外 会 杜 の 株 主 と して 会杜 整 理 開 始 の 中 立て

を し な いと い う怠る 事 実 が遠 法で あ る こ と の 確 認 を 求め て， 住 民 監 査請 求

を し た と こ ろ， 川 崎 市 は、 そ の 失 政 を 自 認 し．
訴 外 会 杜 の 破 産 申 立 て を 行

う に 至 っ た の で あ る。

（２１ 財 政援 助 制 限 法の立 法 趣 旨等 につ い て

ア 財 政 援 助 制 限 法 が
， 日 本 国 意 法 の 制 定 に 先 だ っ て 急 ぎ 制 定 さ れ た 背 景 に

被 告 が 指 摘 す る よ う な 事 情 が あ っ た こ と は， あ え て 争 わ な い。

し か し， 日 本 国 憲 法 ８ ３ 条 以 下 の 規 定 に よ り， 大 目 本 帝 国 意 法 が 許 容 し

て いた 「法 令或 ハ予 算 外」 の 財務 処 理 を 禁 止 す る と いう 原則 が 確 立さ れ た

に も かか わ らず 財政 援 助 制限 法は 廃 止 さ れ な か っ た ば かり か． 昭 和３ ８ 年

の 地 方自 治 法の 改正 に 併せ て， 自 治 大 臣 の 債 務 保 証 適格 法 人指 定権 の 導 入
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（３ 条 の 改 正） な ど 適 宜 の 修 正 を 施 し つ つ． 現 在 ま で 維 持 さ れ て い る。 し・

た が っ て， 財 政 援 助 制 限 法 は 既 に そ の 目 的 を 達 し て 意 義 を 失 っ て い る と す

る 被 告 の 主 張 は 失 当 で あ る。

財 政 援 助 制 限 法 を一 股 法と し て 存 置 し つ っ， 公 有 地 拡 大 推 進 法 （２５

条）， 枠 方道 路 公 杜 法 （２ ８条） 等 の 個 別 法に よ り保 証 契 約 の 「解禁」 が

され て い る のが 現 状 で あ る。 財 政 援 助制 限 法 の意 義が 消 滅 し， 公 的債 務 保

証は 特 別 な制 限 を 受 け る ぺき も の で ない と い う原 則が 存在 す る と すれ ぱ
，

上 記 の 個別 立 法 は 意 味 を失 う。

イ 財 政援 助 制 限 法 ３条 は， 政府 や 地方 公 共 団 体が会 杜 その 他 の 法 人の ｒ債

務 に つ い て は， 保 証 契 約 を す る こ と が で き な い」 と して 保 証 契 約 を 原 則 的

に 禁 止 し， 例 外 と し て 「財 務 大 臣 （地 方 公 共 団 体 の す る 保 証 契 約 に あ っ て

は， 総 務 大 臣） の 指 定 す る 会 杜 そ の 他 の 法 人 の 債 務」 の 保 証 に っ い て は，

・こ れ を 許 容 し て い る。

す な わ ち、 訴 外 会 杜 が， 川 崎 市 か ら 債 務 保 証 を 適 法 に 受 け る た め に は．

自１治 大 臣 （平 成 ６ 年 当 時） に よ る 財 政 援 助 制 限 法 ３ 条 の 指 定 を 受 け る 必 要

が あ つ た
。

訴 外 会 社 は， 平 成 ６ 年 当 時 也． そ の 後 も 白 治 大 臣 に 対 し 同 法 ３ 条 の
’
指 定

中 請 を 行 な っ て お ら ず，当 然 の こ と な が ら 自 治 大 臣 の 指 定 を 受 け て お ら ず，

ま た， 実 質 的 に も 同 指 定 を 受 け る だ け の 高 度 の 公 益 性 を 有 し て い な い。 高

橋 元 市 長 も 本 件 各 金 融 機 関 も こ の 事 実 を 認 識 し て い な が ら， あ え て 遠 法 な

本 伜 協 定 を 締 結 し た の で あ る。

ウ ま た， 自 治 省 は 平 成 ６ 年 ４ 月 ２ ６ 日 付 自 治 財 第 ２ ０ 号 事 務 次 官 通 知 に お
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い て，
『第 三セ ク タ ー の 債務 に係 る 損 失 補 債 契 約等 の 債 務 負 担 行 為 の 設 定

は， 将 来 の 財 政 へ の 影 響 ち 十 分 考 慮 し て 慎 重 に 行 う こ と」 （甲 ８ ０） と し

て， 讐 鐘 を 鳴ら して いる が、 本 件 協 定 は そ の 直後 に 杜撰 な 検 討 の も とに 締

結 さ れ た も の で， 高 橋 元 市 長 の 責 任 は 免 れ な い。 そ の 後 也， 川 崎 市 は 上 記

通知 に も か かわら ず． 本 件 各 金 融 機 関 に 対 して 経営 指 導 念 書 を 安 易に 発 行

し 続 け た の で あ る。

（３〕 本件 協 定 の 性 質

本 件 協 定 は 形 式上 財 政援 助 制 限 法 の 規制 を避 け るた め， あ えて 「債 務 保証」

と い わ ず 『損 失 補 償」 と い う 文 言 を 用 い て 脱 法 的 な 工 夫 を 試 み て い る が． 以

下の と お り， 契約 内 容 を具 体 的 に 検 討 す れ ば
， そ の 実質 的 内 容 に お い てま ぎ

れ も な く 法 の 禁 止 す る 傑 証 契 約 に 当 た る。

ア 本 件 各 金 融機 関 の訴 外 会 杜 に 対 す る 融 資 限度 額は， 川 崎 市 の 特 別 会計 予

算 に 定 め る 損失 補 仙額 を 限 度 と す る （第 １ 条） とさ れ， こ れ を 受 け て川 崎

市 が川 崎 市 議会 の 議決 を 得て 確 定 し た そ の 限度 額は ９ 億円 で あ る か ら
， こ

の金 額 は 訴 外会 杜 の本 件 各 金 融 機 関 か ら の債 務 総額 の 約 ６ 分 の １ にす ぎ な

い。 し た が っ て， 本 件 の 損 失 補 債 額 は 主 た る 債 務 額 の 限 度 を 超 え る こ と は

な く， そ の 実 体 は 保 証 契 約 と 同 一 で あ る。

ま た、 本 件 協 定 の 日 的， 態 様 も， 本 件 各 金 融 機 関 の 融 資 金 に つ い て， 本

件 各 金 融 機 関 が 『損 失 を被 っ た場 合」 に 市 が その 「損 失 を 補 債」 す ると い

う も の で， そ の 実 質 に お い て 保 証 契 約 と 同 一 で あ る。

イ ま た， 被 告 は， 本 件協 定 の 場 合 は 主 債 務 者の 債務 不 履 行 が あ っ た場 合 に

直 ち に 履 行 責任 が 生 じる わ け で は なく， 損 害が 確 定す る 必 要が あ る 旨を 主
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張 し て い る
。

し か し， 本 件 協 定 に あ っ て は、
「損 失 補 償」 の 用 語 を 使 い つ っ も 訴 外 会

杜 （主た る債 務者） が 弁 済 期 限 後 ３ か月 を経 過 した 時 点 で 債 務 を 完済 しな

いと き は 川 崎 市は 本件 各 金 融 機 閲の 請 求 に対 し 「遅 滞 なく 損 失 補 償 金を 交

付 す る」 と な っ て お り， 正 に 主 た る 償 務 の 遅 滞 が そ の 支 払 要 件 と な っ て い

る の で あ り， そ の 実 質 は 保 証 債 務 に ほ か な ら な い。

ω 損 失 補 償 契約 の 遠法 牲 に つ いて

ア 被 告 は． 本 件 協 定 は 損 失 補 償 契 約 で あ る 旨 を 主 張 す る が， 仮 に． 本 件 協

定 が 損 失補 償 契約 で あ った と して も， 損 失 補伽 契 約も 財 政 援 助 制 限法 によ

り 禁止 さ れ て いる と解 す ぺ き で あ る。

イ 地 方 自 治 法。１ ９ ９ 条 ７ 項 は， 第 １ 文 で 損 失 楠 債 を 含 む 『財 政 的 援 助 を 与

え て い る も の」 が 監 査 対 象 に な る 旨 を 規 定 し． こ れ を 受 け て 第 ２ 文 に お い

て、
『借 入 金 の 元 金 又 は 利 子 の 支 払 を 保 証 し て い る も の」 に つ い て も 「ま

た 同 様 と す る」 旨 を 規 定 し て い る。

損 失補 償 は， 債務 保 証 と 異な り 債 務 者に 対す る 求 債 権 を当 然 に は伴 わな

い， 最 終 的 な 出 指 で あ る。 し た が っ て， 相 手 方 に 対 す る 地 方 公 共 団 体 の 関

与 の 密 接 性 は む し ろ， 債 務 保 証 の 場 合 よ り 屯 強 い と み る ぺ き で あ る か ら こ

そ， 地 方 自 治 法 １ ９ ９ 条 は 監 査 権 の 対 象 と し て， ま ず 損 失 補 債 先 を 挙 げ，

こ れ に 次 い で 債 務 保 証 を 挙 げ て い る の で あ る。

す な わ ち， 財 政 援 助 制 限 法 が 保 証 契 約 を 制 限 し て い る こ と は，

．
当 然 の こ

とと して 保 証 契約 よ りも 公 的 主 体 の 関 与の 密接 性 が高 い 損 失 補 償 契 約の 制

限 を 含 む の で あ る。

．・２４． 描 浜 地 方 裁 判 所



ウ 被 告 は， 求 債 権 行 使 に っ き， 保 証 債 務 の 場 合 は 契 約 上 の 明 文 が な く て も

行 使 で き る が． 損失 補 償 の 場 合 は明 文 規 定が な け れ ば 求償 権 行 使 はで き な

い ど して， その 連 いを 強 調 す る が， こ れ は保 証 債 務 以 上 に損 失 補 償あ リ ス

ク が 大 き い こと を 白 自す る 主 張 に ほ かな ら ない。 法 律 上 の 大小 関係 に例 え

れ ば， 求 償 権 に係 る 保 証債 務 の 要 件 は当 然 に こ の大 小 関 係 に 包 摂 される も

の で あ る。 し た が っ て， 損 失 補 償 の 法 的 性 格 も、 そ の 限 り に お い て は，
一

部 求 償 権 行使 の でき る 場 合 の そ れは 保 証 債務 の そ れ と 同一 と い っ て よい。

工 被 告 が 援 用す る 昭和 ２９ 年 の 自 治省 行 政 課長 回 答 （乙 ５ ３） は， 信用 保

証協 会 に 対 する 損 失 補償 の 可 否 に 関す る も ので あ っ た。

信 用 保 証 協会 は，そ ？ 設 立 に つ いて 主 務 大臣 の 苧 可 を 要す る の み な らず・

業 務 方 法 書 の 作 成 ・ 変 更 に つ い て も， そ の 認 可 を 要 し （信 用 保 証 協 会 法 ８

条， ３ ３ 条）， 主務 大 臣 は協 会 に対 し役 員 の 解 任 権 を 含 む広 汎 な 監督 権 を

有 して い る。 す な わち 地 方 道 路 公 杜 や土 地 開発 公 杜 な み の 法的 規制 を受 け

る 団 体 で あ る。 こ の よ う な特 殊 牟 団 体 に対 す る 財政 的援 助 の 可 否の 議論 を

た だ ち に 一 般 諭 と し て 用 い る の は 不 適 切 で あ る。

む し ろ，
「新 自 治 用 語 辞 典」 に は，

「行 政 実 例 に よ れ ぱ， 損 失 補 償 に つ

い て は． 財 政 援 助 制 限 法 ３ 条 の 規 制 す る と こ ろ で は な い と し。
会 杜 そ の 他

の 法 人 に 対 して地 方 公 共 団 体 が 損失 補 償 契 約 を締 結 す る こ とは で きる と 解

し て い る。 こ の よ う な こ と か ら 形 式 上 は 禁 止 さ れ て い な い 損 失 補 償 契 約 に

名 を 借 り て， 実 質 上 は 債 務 保 証 を 行 っ て い る と い う の が。 現 実 の 姿 で あ る

と い わ れ て い る。 こ れ は 明 ら か に 一 種 の 脱 法 行 為 と 認 め ざ る を 得 な い。」

と 指 摘 さ 札 て い る。

．２５．
横 浜 地 方 裁 判 所

１５〕 本 件 協 定 の 効 力 等 に つ い て

ア 上記 の とお り， 本 件 協定 は財 政 援 助 制 限 法３ 条の 禁止 す る 保 証 契 約 の脱

法 であり． 同 条 は公 の 秩 序 を構 成 す る も の で ある か ら． 民 法 ９ ０ 条 の 規 定

のみ な らず， 地 方自 治 法 ２ 条 １６ 項 及 ぴ １７ 項 の 規 定に 照 ら して も， 本件

協 定 は 無 効 で あ る。

被 告 は， 最 高 裁 判 所 昭 和 ６ ２ 年 ５ 月一１ ９ 日 第 三 小 法 廷 判 決 を 引 用 す る が
，

同 最 判 の 事 案 は， 競 争 入 札 に 付 す ぺ き と こ ろ を 随 意 契 約 に よ っ て 町 有 地 を

売 却 し た と い う 屯 の で あ り、
随 意 契 約 を 制 限 す る 規 定 （地 方 自 治 法 ２ ３ ４

条 ２ 項． 同 法 施 行 法 令 １ ６ ７ 条 の ２） は 執 行 撤 関 を 拘 東 す る 内 部 規 範 で あ

って， そ の 違 反の 効 果 が 契 約の 相 手 方 に当 然 に 及 ぷ と はい え な い も の であ

っ た。 財 政 援助 制 限 法 ３ 条 の 規定 は， 対 外的 な 行 為 を禁 止 す る 規 定 にな っ

て お り， 契 約 の 相 手 方 か ら み て も そ の 意 昧 ｂ ’ 義 的 に 明 確 で あ る。 こ の 条

項 の 遠 反 は， 公 序 良 俗 違 反 と し て 当 然 と 無 効 と 解 す ぺ き も の で，
上 記 最 判

の 射 程 が 及 ぶ も の で は な い。

イ 本 件 協 定 が 無 効 で あ る 以 上， 支 出 命 令 は そ の 要 件 （地 方 自 治 法 ２ ３ ２ 条

の ４ 第 １ 項， 同 法 施 行 令 １ ６ ０ 条 の ２ 第 １ 号） を 欠 く 違 法 な も の で あ る し，

支 出 行 為 も ま た 遠 法 で あ る。

（６〕 両 市長 の 資任 及 ぴ 本件 各 金 融 機関 の 不 当利 得

高 橋 元 市 長 は 本 件 協 定 を 締 結 し た 責 任 者 で あ る し， ま た， 阿 部 市 長 は 本 件

協 定 が 遠 法． 無 効 で あ っ て こ れ を 履 行 す る 義 務 が な い こ と を 認 識 し て し か る

ぺ き で あ っ た の に． こ れ を 浸 然 と 履 行 し た の で あ る か ら， 両 市 長 は， 職 務 上

の 義 務 （地 方 自 治 法 １ ３ ８ 条 の ２） に 連 反 す る も の と し て 責 任 を 免 れ な い。

．２６． 横 浜 地 方 裁 判 所



ま た， 本 件 各 金融 機 関 は， 適 法な 原 因 なく 本件 損失 補償 金 の 支 払 を 受 けた

も の で あ っ て， そ の 全 額 が 不 当 利 得 で あ る。

【被 告 の 主 張】

（１〕 訴外 会 杜 の 事業 の 公 共性 及 び公 益 性 にっ い て

ア 川 崎 港 は． 石 油 コ ン ビナー トに 代 表 され る 製 造業を 中 心 と す る 重 厚長 大

型 産 業 に 貢 献 す る 工 業 港 と し て， わ が 国 あ 高 度 経 済 成 長 を 支 え る と と も に，

川 崎 市 経 済 ・ 産 業 の 発 展， 雇 用 の 創 出 な ど に 多 大 な 貢 献 を し て き た。

し か し な が ら
， 経 済 ・ 産 業 活 動 の ポ ー ダ レス 化 や． 生 産 機 能 の 空 洞 化 の

進 行 な ど， 産 業掃 造 や 貿易 構 造 が 大 きく 転 換 する に至 り， 川 崎 港 にお い て

も． 工 業 港 と し て の 機 能 の み で は 将 来 に わ た る 発 展 が 望 め な い こ と か ら，

商 港 機 能 の 強 化 が 求 め ら れ る こ と と な っ た。 ま た， １ ９ ６ ６ 年 に コ ン テ ナ

運 送 が 実 用 化 さ れ て 以 降， 世 界 的 な 二１ン テ ナ リ ゼ ー シ ョ ン の 急 速 な 進 展 に

よ り， わ が 国 の 産 業 活 動 及 ぴ 市 民 生 活 に 必 要 な 消 費 財， 中 間 財 の ほ と ん ど

がコ ンテ ナ 輸送 あ 形 態 をと って いる こ と な ども 踏ま え， 市 民 の 豊 か な消 費

生 活 の 実 現 と， 川 崎 市 産 業 活 動 の 活 性 化 ・ 国 際 競 争 カ を 支 え る コ ン テ ナ 輸

送 の 受 け 入 れ 拠 点 と し て． コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル の 整 備 が 求 め ら れ た。 地 元

港 運 業 界 に お いて も， 川崎 港 の 発 展 と川 崎 港 にお ける 自 ら の事 業 活 動 は密

姦不 可 分 で あり， 地 元 港運 事 業 者 の 就労 の 場 を確 保す ると い っ た 面 か ら も

コ ン テ ナ 事 業 の 推 進 が 求 め ら れ て い た。

人 や 物 資 の 輸 送 を 担 う 港 湾 は イ ン フ ラ と し て 極 め て 重 要 で あ り，
低 コ ス

トで 安 定 的 な輸 送 サ ー ビス の 供 給が 求 め ら れる。 海 上輸 送 及 び 港 湾物 流 サ

ー ビ ス は， そ の 利 用 者 が 不 特 定 多 数 に 及 び， 船 会 杜 に よ っ て 運 ば れ る 貨 物

．２７． 横 浜 地 方 裁 判 所

の 需 要 者 は 川 崎 市 民 全 般， さ ら に 首 都 圏 住 民 に 及 ん で い る こ と か ら， 港 湾

事 業 は公 共 性 の 高 い公 益 毒 業 で ある。

イ 川 崎 市 と し て は， コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル の 整 備 を 決 定 す る に 当 た っ て， 荷

主 ・ 船 杜 の ヒ ア リ ン グ、 経 済 動 向 の 予 測 等 の 様 々 な デ ー タ に 基 づ き． そ の

成 立 可 能 性 に っ い て 多 方 面 か ら の 調 査 ・ 検 討 を 実 施 し， こ れ ら を 踏 ま え．

港 湾 法 ３ 条 の ３ の 規 定 に 基 づ き， 学 識 経 験 者， 地 元 経 済 関 係 者、 川 崎 市 議

会 議 員、 港湾 関係 者等 で 構 成 さ れ る川 崎 港 港 湾 審議 会． さ ら に
一
は 連輸 大 臣

の諮 問 機 闘 であ る 港湾 審 議 会 の 審 議 を経 て， 昭 和５ ８年 ８月 改 訂 の川 崎 港

港 湾喬十画 （乙 ８） に お い て， 昭 和 ６ ５ 年 を 目 標 年 次 と し て 東 扇 島 地 区 に 公

共 コ ンテ ナ ふ 頭 を整姉 す る こ と を 正 式 に位 置 付 けた。

平 成 ８ 年 ４ 月 に 供 用 開 始 し た 川 崎 港 コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル は， 目 標 数 値 は

下 回 る も の の，

．
平 成 １ １ 年 末 ま で は 取 扱 貨 物 量 を 伸 ば し て い き， 地 元 企 業

の 事 業 活動 を 支 え ると と も に， 市 民 生活 関 連 物資 を 取り 扱 う 重 要 な都 市 基

盤 施 設 と して 機 能 して き た が， わ が国 港 湾 が相 対 的 にそ の 地 位 を 低下 させ

て い る 状 況 下 に お い て． 訴 外 会 杜 は 開 業 以 来， 厳 し い 経 営 状 況 を 強 い ら れ

て き た
。

ウ 以 上 の と お り， コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル の 整 備 は， 十 分 な 調 査 ・ 検 討 が 行 わ

れ， 公 益 性 ・ 公 共 性 の 有 無 を 合 理 的 に 判 断 し て 実 施 さ れ た も の で あ り， 実

際 に も 様 々 な 効 果を川 崎 市 ひ い て は川 崎 市民 に もた ら した の で あ る。

ω 本 件 協 定 締 結 の経 緯， 理 由

ア 川 崎 市 は， コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル 供 用 開 始 前 の 訴 外 会 杜 に は 収 入 源 が な く，

経 営 基 欄 が 脆 弱 で あっ た た め、 そ の必 要 な 資 金 を調 達す る た めに 当 時の 川

．２８． 横 浜 地 方 裁 判 所



崎 市 の シ ン ジケ ー ト団 の代 表 幹事 で あっ た 横浜 銀 行 に 訴 外会 杜 の 事業 説 明

を 行 う と と も に， 融 資 の 協 カ 要 請 を 行 っ た。 横 浜 銀 行 か ら は、 み ず ほ 銀 行

（当 時 の 第 一勧 業 銀行） 及 ぴ川 崎 信用 金 庫と 協 調 体 制 をと れ ぱ融 資 は 可 能

で あ る が
， 訴 外 会 杜 は 担 保 を 供 す る こ と が で き な い か ら． 川 崎 市 の 損 失 補

償 が 必 要 で あ る と の 回 答 が あ っ た。

イ 川 崎 市 と し て は． 公 益 性， 公 共 性 の 高 い コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル 事 業 を 推 進

す る た め に は， 訴 外 会 杜 の 設 立 が 必 要 不 可 欠 で あ る こ と． ま 走
， 同 杜 の 運

営 に は 事 業 資 金 の 調 達 が 必 要 で あ る こ と か ら、 こ れ を 受 け 入 れ， 」ｌｒ崎 市 特

別 会 計 予 算 に 定め る 損 失 補債 額 を限 度と して 損 失 補 債 を 行 う こ と に した。

ウ 川 崎 市 は． 上 記 損 失 補 債を 行う た めに， 平成 ６ 年 第 １ 副１１崎 市 議会 定 例

会 に お い て 「仮 称 か わ さき 港コ ンテ ナタ ーミ ナ ル 株 式 会 杜の 事 業 資 金 借 入

れ に 伴 う 金融 機 関 等に 対す る損 失 補 債」 に係 る 限 度 額 ９
’億 円 の 債 務 負 担 行

為 の設 定 を内 容 とす る 平成 ６年 度川 崎 市 港湾 整 備 事 業 特別 会 計 予 算 案 を 提

出 し， 同 年 ３ 月 ２ ９ 日， 同 予 算 案 は 賛 成 多 数 で 可 決 さ れ た。

工 川 崎 市 は， 上 記 議 決 を 得 て， 訴 外 会 杜 の 設 立 日 で あ る 同 年 ５ 月 １ ０ 日 に

本 件 各 金 融 機関 と 本件 協 定を締 結 した の であ る。

（３〕 一財 政 援 助 制 限 法 の 制 定 経 緯 及 ぴ そ の 趣 旨 に っ い て

ア 地 方 公 共 団体 の 会 杜 その 他 の法 人 に対 す る保 証 契 約 は財 政援 助 制 限 法 に

よ り 原 則 と し て 禁 止 さ れ て い る と こ ろ で あ る が， 損 失 補 償 契 約 に つ い て は

同 法 の 規 制 す る と こ ろ で は な い と さ れ， か え っ て、 会 杜 そ の 他 の 法 人 の た

め に地 方 公 共 団体 が 損 失 補債 契約 を 締 結 し， 債務 を負 担 す る こと は地 方 白

治 法 に お い て も 予 定 さ れ て い る と こ ろ で あ る （同 法 １ ９ ９ 条 ７ 項． ２ ２ １

．２ｇ． 横 浜 地 方 裁 判 所

条 ３ 項）
。．

そ し て， 上 記 損 失 補 仙 契 約 は 現 実 に 多 く の 地 方 公 共 団 体 に お い

て 締 緒 さ れ て い る。

イ 同 財 政 援 助 制 限 法 は，
戦 後 問 も な い 昭 和 ２ １ 年 ９ 月 ２ ５ 日 に 占 領 軍 総 司

令 部 の 圧 倒 的 な 影 響 の 下 で， 国 策 会 杜 の 活 動 を 停 止 さ せ， そ の 復 活 を 阻

止 す る た め に 制 定 さ れ る に 至 っ た も の で あ り， そ の 趣 旨 も 攻 府 等 の 行 う

財 政運 営 を 予算 と して 一 元 的 に取 り 扱 う こ とに あっ た。

す な わ ち， 占 領 軍 総 司 令 部 は 種 々 の 覚 書 （メ モ ラ ン ダ ム） を 発 し て、

わ が 国 の 財 政 運 営 に 強 く 関 与 し て お り， そ の 一 つ と して 昭 和 ２ １ 年 ４月

３日 に 発 せ ら れた 「政 府 保 証 債 及 ぴ 借入 金 に 関す る司 令部 覚 書」 と題 す

る覚 書 （乙４ ８） が 財 政 援助 制 限法 制 定 の契 機 とな って いる。

戦 前 の 日 本 政 府 は， 国 策 会 杜 等 に 対 し’て 積 極 的 な 財 政 援 助 を 与 え る た

め， 予 算 に よ らな い で 国 策 を 遂 行 す るこ と が でき る予 算外 国 虜制 度 を 多

用 し て い た と こ ろ． 上 記 覚 書 は 戦 前 の 日 本 経 済 を 支 え て き た こ れ ら 国 策

会 杜 の 活 動 を 停 止 さ せ， そ の 復 活 を 阻 止 し よ う と す る 占 領 軍 総 司 令 部 の

意 図 に 基 づ く も の で あ る。

（イｉ 昭 和 ２ １ 年 ７ 月 ３ ０ 日， 石 橋 湛 山 大 蔵 大 臣 は， 衆 議 院 本 会 議 に お い て、

財 政 援 助 制 限 法 に 関 す る 提 出 理 由 の 説 明 を 行 い、
「（国策） 會 杜 其ノ 他

ノ 法 人 等 二封 シマ シ テ， 法 令 或 ハ豫 算 外 契 約二 基ク 各 種ノ財 政 援助 ヲ 興

へ」 て き た が， 終 戦 に 伴 い、
「此 ノ 財 政 援 助 ハ， 之 ヲ 塵 止 或 ハ 制 限」 す

る と し， 説 明 の 最 後 に 占 領 軍 総 司 令 部 か ら の 覚 書 が 発 せ ら れ て い る こ と

を 付 け 加 え て い る （乙 ５ １）。

こ の よ う に， 財 政 援 助 制 限 法 の 趣 旨 は， 国 会 （な い し 地 方 議 会） の 議
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決 に 基 づ か な い 財 政 援 助 の 廃 止 ・ 制 限 に あ っ た の で あ り， 財 政 援 助 を 全

般 的 に 制 限 し よ う と し て い た も の で な い。

昭 和 ２ ５ 年 ７ 月 ２ ８ 日 に 行 わ れ た 大 蔵 委 員 会 に お い て も。
「農 業 協 同

組 合 に 必 要 な所 要 資金 を県 会 の 決 議 に よっ て， い ざ損 害 が 生 ず るお そ れ

が あ る 場 合，県 でそ の 損害 を負 担 す る の だ と いう こと を 決 議 し た 場合 に」

メ モ ラ ン ダム （占 領 軍総司 令 部 の 覚 書） に反 す る かと い う 質 問 に対 し．

政 府 委 員 が．
『公 共 団 体 に お い て そ う い う こ と を お や り に な っ て も。 決

し て こ れ は メ モ ラ ン ダ ム に は 触 れ な い の で は と 思 っ て お り ま す。」 と，

公 共 団 体 の議 決 を 経た 財政 援 助 につ い て， 是 認 する 答 弁 を して いる （乙

５ ２）；

ウ そ も そ も， 国 に あ っ て は 憲 法 の 制 定 に よ り， ま た 地 方 公 共 団 体 に あ っ て

は地 方 自 治 法の 制 定 により， す ぺて 財 政 につ い て は国 会 （な い し 地方 議会）

の 竈 決 に 基 づ く こ と に な っ た．

上 記イ の 経緯 か らす れ ば， 財 政援 助 制 限 法は 既 にそ の 目 的 を 達 して 意義

を 失 っ て い る も の で あ り、 た ん に 同 法 が 存 在 し て い る こ と か ら 形 式 的 に 保

証 契 約 に 限 っ て 制 限 さ れ て い る に す ぎ な い。 し た が っ て 損 失 補 償 契 約 に っ

い て は 同 法 に よ り 制 限 さ れ て い る と は 解 さ れ な い の で あ る。

そ して，
上記 の財 政 援助 制 限 法 に 関す る 政 府 の解 釈 を 背 景 に， 同 法制 定

後 に 制 定 さ れ た 地 方 自 治 法 に お い て■ 同 法 １ ９ ９ 条 ７ 項 及 ぴ 同 法 ２ ２ １
Ｉ
条

３項 で 地 方 公共 団 体が 損失 補償 契 約 を 締緒 す る こと を 予 定 し， ま 走 昭和 ２

９ 年 ５ 月 １ ２ 日 の 「損 失 補 償 に つ い て は， 財 政 援 助 制 限 法 ３ 条 の 規 制 す る

と こ ろ で は な い」 と の 自 治 省 行 政 課 長 回 答 が さ れ て い る の セ あ る （乙 ５ ３。
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な お， 原 告 は， 上 記 回 答 は 信 用 保 証 協 会 に 対 す る 損 失 補 債 契 約 に 限 ら れ る

か の よ う に 主 張 し て い る が
， そ の よ う 拒 限 定 的 な も の で な い こ と は そ の 文

言 か ら 明 ら か で あ る。）。

原 告 は， 昭 和 ３ ８ 年 に 財 政 援 助 制 限 法 の 改 正 が さ れ て い る こ と を 指 摘 す

る が， こ れ は 旧 ３ 条 の 「大 蔵 大 臣」 の 下 に 「（地 方 公 共 団 体 の す る 保 証 契

約 に あ っ て は、 自 治 大 臣）」 と の 文 言 を 加 え た も の で、 各 省 大 臣 間 の 権 限

配 分 を 変 更 し た に す ぎ な い。 こ れ は， 財 政 援 助 制 限 法 が 廃 止 さ れ ず に 残 っ

て い た た め． 昭 和 ３ ５ 年 に 「自 治 庁 設 置 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 偉」 に よ り

自 治 大 臣 が 置 か れ る こ と に な っ た こ と か ら， 昭 和 ３ ８ 年 の 地 方 自 治 法 改 正

に 当 た っ て 関 係 規 定 整 備 の 一 廉 と して さ れ た も の で あ る。 公 有 地 拡 大 推 進

法 等 の 規 定も， 形 式的 に 財 政 援 助制 限 法 が残 って いる た め に個 別 的に 除外

規 定 を 設 け て い る に す ぎ な い。

工 本 件 協 定 は， 予 算の 一 環と して 債 務 負担 行為 につ いて の 市 議 会 の 議決 を

経て お り， 財 政援 助 制 限法 が 意 図 す る 国会 （な い し地方 議 会） の 議決 に 基

づ か な い 財 政 援 助 で も な く， 財 政 援 助 制 限 法 に 反 す る こ と は な い。

そ し て， こ の よ う な 解 釈 に 基 づ き， 全 国 的 に 地 方 公 共 団 体 の 損 失 補 償 契

約 は 広 く 行 わ れ て い る の で あ る。

（４） 保 証 契 約 と 損 失 補償 契約 の 相 遠 に つ い て

ア 損 失 補 債 契約 は， 保 証契 約 と 異 な り 主た る債 務の 存在 を 前 提 と しな い独

立 の 契 約 で あ っ て， 損 害 担 保 的 な 役 割 を 果 た す も の で あ る。 損 失 補 償 は，

保 証 債 務 が 主 た る 債務 と 同一 性 を 有 し， 債務 者の債 務 不履 行 に っ き全 責任

を 負 う の と 異 な り． そ の 本 質 上 損 害 が 生 じ て 初 め て こ れ を 補 て ん す る と い
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う も の で あ り， 債 務 者 が 破 産 し た と か， そ こ ま で に 至 ら な く と も 客 観 的 に

債 権 の 回 収 が ほ と ん ど 見 込 め な い と か い う 事 態 と な っ て， 初 め て 損 失 が 生

じ た こ と に な り， こ の 段 階 に 至 っ て か ら そ の 損 失 を 補 て ん す る も の 七 あ る。

こ の よ う に損失 補償 契約 は 保 証 契約 と は 内 容， 効果 に お い て 異 な る契 約 で

あ る
。

上 記 の よ うな私 法上 の 損害 担 保 と の 位 置付 け で 地 方 公 共団 体 が行 う 損失

補 債 契 約 は， 財政援 助 の 一手 段 と して， 例 えば 対 象 と なる 事 業 の 持 っ公 益

的 事 情 か ら採算 上の 問菌 が あ る 場 合 や 地方 公 共 団 体 か らの 損 失 補 債が な け
一

れ ぱ 条 件の よい 融責 を受 け る こ と が困 難 と な る よう な 特 定 の 事 業 の安 定又

は 発 展 を 奨 励 ・ 助 成 す る た め に 締 緒 す る 契 約 で あ る と さ れ て い る。

本 件 協 定 も． 訴 外 会 杜 が 行 う コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル 事 業 が 多 大 の 公 益 性，

公 共 性 を有 し， 川 崎 市の 産 業 活 動 を活 性 化 す る た めの 重 要 な 施 策 でふ
った

こ と か ら。 川 崎 市苧 地元 海 運 業 者と と もに 訴外 会 杜 を 支 え る こ と は当 然の

こ と で あ り， そ の た め に 必 要 木 可 欠 な 措 置 と し て 締 結 さ れ た も の で あ る。

イ 原 告 は， 損失 補償 契 約 の場 合 は 求 債 権を 行 伎 で き ない か ら保 証 契約 以 上

に リ ス ク が 大 き く、 保 証 契 約 と 同 様 に 財 政 援 助 制 限 法 に よ り 禁 止 さ れ て い

・る と 主 張 す る。

し か し， 損 失 補 償 契 約 に っ い て は， 民 法 ４ ５ ９ 条， ４ ６ ２ 条 の 規 定 の 適

用 は な い た め， 学 説 上 で は 当 然 に は 求 償 権 を 行 使 し 得 な い と す る 説 が 一 般

的 で あ る が
． 損 失補債 に よ り 債 権者 が 損 失 の補 て ん を 受 け た 場合 に． 当 該

損 失 補 償 の対 象と なっ た債 権 を 当 該 債 権 者が 保 有 し 続 ける 合 理 的 理由 は な

く， 損 失補 償契 約の 趣 旨 から して， 損 失補 償 が 実 行 さ れた 場 合 に はそ の対
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象 と な っ た債 権 は地 方 公 共団 体に 移 転す る 旨 の合意 が さ れて い る と 解 する

こ と も 十 分 可 能 で あ る。 ま た， い ず れ に して も， 損 失 補 償 が 実 行 さ れ る の

は 損 失 の確 定す な わち 損 失 補 償 の 対 象と なっ た 債権 の 回 収 見込 み が なく な

っ た 場 合 で あ り， 法 的 に 求 償 権 を 行 使 し 得 て も 回 収 の 見 込 み は な く１ こ の

点 か ら リ ス ク の 大 小 を 諭 ず る こ と は で き な い。 む し ろ， リ ス ク を 比 較 す る

の で あ れ１声、損 失 楠 償 契 約 で は 損 失 の 確 定 を 必 要 条 件 と し て い る の に 対 し、

保 証 契 約 の場 合 には 債 務 者 の た んな る 履行 遅 滞に よ っ て債 務者 が 履 行 しな

か っ た 債 務 の す ぺ て に っ い て 貫 任 を 負 う も の で あ る こ と を 考 え る ぺ き で あ

り， こ の 点 を 考 え れ ぱ 損 失 補 償 契 約 が 保言正 契 約 よ り リ ス ク が 高 い と は い え

な い
。

同 本 件 協 定 が損 失 補償 契 約 で あ る こ とに つい て

ア 本 件 協 定は， その ５ 条 に お い て 「損 失補 償」 を行 う とさ れ 保 証 契約 で な

い こ と は 文 言 上 か ら 明 ら か で あ る し， 同 条 で 川 崎 市 が 損 失 を 補 償 す る の は

『本 件 各金 融 機 関ボ 損 失 を 被 った 場 合」 に 限 定さ れて お り， 金融 機 関 の損

失 確 定 が 必 要 条 伜 と さ れ て い る。 た ん に あ る 債 権 が 弁 済 を 受 け る 時 期 が 到

来 し た の に 弁 済 さ れ な い と い う こ と の み で は
，

い ま だ 損 失 と は 観 念 さ れ な

い か ら， 本 件 協 定 が 損 失 補 償 契 約 で あ る こ と は 明 ら か で あ る。

イ 同 原 告 は， 本 件協 定 に 定 め る損 失補 債の 限 度 額が， 本件 各 金 融機 関 が し

た 訴 外 会 杜 に 対 す る 融 資 金 額 を 超 え て い な い こ と を も っ て， そ の 実 質 は

保 証 契 約 と 同 一 で あ る と 主 張 す る。

しか しな が ら、 保 証 契 約 に お いて は． 保 証 債務 は 主た る 債 務 と同 一性

を 有 す る の で， 債 務 者 が 履 行 し な か っ た 債 務 の す べ て （利 息， 遠 約 金，
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損 害 賠 償 等を 含 む。） に つ い て 責 任 を 負 う こと に な るの に 対 し． 損 失 補

償 契 約 は， 損 失 の 一 定 割 合 又 は そ の 一 部 と す る こ と が で き る も の で あ っ
’

て． 主 た る 債 務 の 限 度 額 を 超 え て い な い こ と を 屯 っ て， 保 証 契 約 で あ る

と い う こ と は で き な い。

１イ〕 原 告 は 本件協 定 書５ 条 が 主債 務 の 履 行 遅 滞を 支払 要 件と し て い ると し

て， 本 件 協 定 は 実 質 的 に 保 証 契 約 で あ る 旨 主 張 す る。

し か し， 本 件協 定 ５ 条 ２項 に 規 定 す る 「３ か月 を 経過 して も 本 債 務 を

弁 済 し な か っ た と き」 の ３ か 月 と は。 損 失 補 償 を 実 行 す る ぺ き 事 態 に 陥

っ た と き， 支 出 の た め一の 予 算 化 等、 支 出 に 必 要 な 諸 手 続 に 時 間 を 要 す る

こ と を 考 慮 し て， 相 当 な 期 間 を 設 定 し た も の で あ る。 こ の 点 は， 本 件 協

定 の実 行 経緯 をみ て も， 訴外 会 杜 の 借 入 れに 対す 弓 弁済 期 日 が， み ずほ

銀 行 に っ い て は 平 成 １ ４ 年 １ １ 月 １ 日 に． 横 浜 銀 行 及 ぴ 川 崎 信 用 金 庫 に

つ い て は 平成１ ５ 年 ５月 １ 引干到 来 して い たも の の、 訴 外 会 杜 の破 産 廃

止 の 日 で あ る 平 成 １ ６ 年 １ ２ 月 １ ４ 日 を 損 失 の 確 定 日 と し， そ の 後． 損

失 補 償 を 実 行 して い る の で あ り． 訴 外 会 杜 の 履 行 遅 滞 が 支 払 要 件 と な っ

て は い な い こ と か ら も 明 ら か で あ る。

（６） 千件 甲 定 の坤 力に つい て
・

そ も そ ち、 法 令 に 違 反 し て 契 約 が 締 結 さ れ た と し て も， 当 該 契 約 は 直 ち に

無 効 と は な ら ない （最 高 裁 判 所 昭 和 ６ ２ 年 ５月 １ ９ 日第 三 小 法 廷 判 決）。 本

件 協 定 は， 前 記 ω あ と お り
， コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル 事 業 に 当 た っ て， 十 分 な 調

査 ・ 検 討 が 行 わ れ た も の で あ る と と も に， 訴 外 会 社 へ の 損 失 補 債 も 公 益 性 ・

公 共 性 を 有 す る ち の で あ っ て， 市 長 と し て の 裁 量 を 濫 用 又 は 逸 脱 す る も の で
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は な く、 も と よ り 一 見 明 白 に 違 法 で あ る と は 認 め ら れ な い。 ま た
， 本 件 各 金

融 機 関 は， 本 件 協 定 の 締 結 前 に も 川 崎 市 と 土 地 開 発 公 杜 等 に 関 し て 損 失 補 償

契 約 を 締 結 して お り， 本 件 各 金 融機 関 が 本伜 協 定を 法 令 上許 さ れ な いち の で

あ る と 認 織 し て い た と は い え な い し， 本 件 協 定 は 債 務 負 担 行 為 の 市 議 会 の 議

決 を経 る 等 して 適正 な手 続 を履 践 して いる。

し た が っ て， 本 件 協 定 は 私 法 上 無 効 で あ る と は い え な い。

１７〕 本 件 損 失 楠 償金 支 出 の適 法 性

上 記 の と お り， 本 件 協 定 は 財 政 援 助 制 限 法 ３ 条 に 違 反 し て お ら ず， 川 崎 市

は こ れ を 履 行 す る 立 場 に あ り， 本 件 損 失 補 償 金 の 支 出 は 議 会 の 議 決 を 得 る 等

し て 適 正 な 手 続 を 経 て 行 わ れ て お り、 適 法 な 支 出 で あ る。

第 ５ 当 裁判 所 の判 断

１ 争 点１ （監査 請 求期 間の 遵 守 等） に っ いて

（１） 前 記 第 ２， ２１２〕及 ぴ ㈹ の と お り， 本 件 損 失 補 償 金 に つ い て は， 本 件 協 定 の

締結 （支 出 負 担 行為） が 平 成 ６ 年５月 １０ 日、 本 件 和 解契 約 の 締 緒 が 平 成１

６ 年 １ ２ 月 ２ ７ 目， 支 出 命 令 が 平 成 １ ７ 年 １ 月 ７ 日， 支 出 （狭 義 の 支 出） が

同 月 １ ４ 日 に 行 わ れ て い る。 そ し て， 前 記 第 ２， ２（６）の と お り， 本 件 監 査 請

求 は 同 年 ３ 月 ７ 日 に さ れ て い る。

ω 支 出 命 令 及 ぴ 支 出 に っ い て の 監 査 請 求 に っ い て

ア 支 出 負 担 行 為， 支 出 命 令 及 ぴ 支 出 は， 特 定 の 支 出 す る た め に 行 わ れ る 一

連 の 行 為 で は あ る が， 互 い に 独 立 し た 財 務 会 計 上 の 行 為 で あ っ て， 地 方 自

治 法 ２ ４ ２ 条 ２ 項 本 文 所 定 の 監 査 請 求 期 間 は， そ れ ぞ れ の 行 為 の あ っ た 日

か ら 各 別 に 計算 す ぺ き ちの で あ る （最 高 裁判 所 平 成１ ４ 年 ７月 １ ６日 第 三
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小 法 廷 判 決 ・ 民 集 ５ ６ 巻 ６ 号 １ ３ ３ ９ 頁 参 照）。 し た が っ て， 上 記 に よ れ

ば， 本 件 に お け る 支 出 命 令 及 ぴ 支 出 に っ い て の 監 査 請 求 は． そ れ ぞ れ の 行

為 が され た目 か ら地方 自治 法 ２４ ２ 条 ２項 本文 所 定 の 期間 内 に さ れた も の

と い え る。

イ 被 告 は， 上 記監査 請 求 は， 専 ら 支 出負 担行 為 （本 件 協定 の 締 結） の 違法

を 理 由 と す る も の で あ り， こ の よ う に 契 約 の 締 緒 が 遠 法， 不 当 で あ る こ と

を 専 ら の 理 由 と し て そ の 履 行 行 為 に つ い て 監 査 請 求 を す る 場 合 に は， そ の

監 査 請 求期 問は支 出負 担 行 為 た る契 約 がさ れた 日 を 起 算 点 と す ぺ き であ る

旨 主 張 す る。

し か し な が ら， 上 記 の と お り， 地 方 自 治 法 で は 特 定 の 支 出 を 行 う に っ い

て， そ れ が 適 切 に 行 わ れ る よ う に 支 出 負 担 行 為， 支 出 命 令 及 ぴ 支 出 と い う

一 連 の 段 階的な 手続 を 要求 して お り， そ れ ぞれ が独 立 した 行 為 と 解 さ れ る

以 上 は， そ れ ぞ れ の 行 為 に っ い て の 監 査 請 求 期 間 は そ れ ぞ れ の 行 為 の あ っ

た 日 文 は 終 わ っ た 目 を 基 準 と し て 算 定 す ぺ き も の と 解 す る の が も っ と も 自

然 な 解 釈 で あ り， 被 告 が い う よ う に， 当 該 監 査 請 求 に お い て ど の よ う な 行

為 が 遠 法． 不 当 な 事 由 と し て 主 張 さ れ て い る か に よ っ て 監 査 請 求 期 問 の 起

算 点 を 異 に す る と 解 す ぺ き 根 拠 は な い も の と い う ぺ き で あ る。

ウ 被 告 は， 上 記 の よ う な 場 合 に は１ 監 査 請 求 期 間 の 起 算 点 を 支 出 負 担 行 為

の 時 点 と しない と１ 支出 負 担 行 為 の監 査 請求 期問 の 起 算 点 を 実 質 的 に支 出

の 日 と す る こ と に な り， 期 間 制 限 を 設 け た 法 の 趣 旨 に 反 す る こ と に な る と

主 張 す る。

し か し１ 上 記 の と お り， 支 出 負 担 行 為， 支 出 命 令 及 ぴ 支 出 は そ れ ぞ れ 独
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立 し た 財 務 会 計 上 の 行 為 と 解 さ れ る か ら， 支 出 命 令 及 び 支 出 に っ い て の 監

査 請 求 は 直 接 的 に は こ れ ら 各 行 為 の 遠 法． 不 当 を 問 題 と し て い る の で あ っ

て， こ れ ら の 各 行 為 を 違１法， 不 当 な ら し め る 事 由 と して 支 出 負 担 行 為 の 違

法． 不 当 が 主 張 さ れ て い る と し て も． こ の 点 に 変 わ り は な い。 た だ， 支 出

命 令 及 ぴ 支 出 が 遠 法， 不 当 で あ る か ど う か と い う こ と と， そ れ に 先 行 す る

支 出 負 担 行 為 の 遠 法 性 と は 無 関 係 で は な い し， 支 出 負 担 行 為 が 違 法 で あ る

場 合 に 後 行 の支 出 命 令 及 ぴ支 出 がい わ ぱ そ の違 法 性 を承 継 して 遠 法 にな る

と い う 場 合 も あ り 得 る こ と か ら， そ の よ う な 場 合 に は 上 記 の 審 査 に お い て

支 出 負 担 行 為 に っ い て 遠 法 性 が 審 査 さ れ る に ナ ぎ な い。

被 告 の 主 張 は， 上 記 の よ うに 先 行す る 支 出負 担行 為 の違 法 が後 行 の 支 出

命 令 及 ぴ 支 出 の 遠 法
， 不 当 に 一 定 の 彫 響 を 与 え る こ と を 前 提 と し て， そ の

一 方 で， そ の よ う な 主 張 が 可 能 と な る の は 支 出 負 担 行 為 に っ い て の 監 査 請

求 期 間 内 に 支出 命 令 及 ぴ 支出 に っい ての 監査 請 求 が され た場 合 に 限 定さ れ

る と い う に 等 し い も の で あ る。 し か し な が ら， 再 三 述 ぺ る よ う に， 支 出 負

担 行 為． 支 出 命 令 及 ぴ 支 出 を そ れ ぞ れ 独 立 し た 財 務 会 計 上 の 行 為 と し， 支

出 負 担 行 為 の 遠 法は 支 出 命 令及 ぴ 支出 を 遠 法， 不当 な ら しめ る事 情 と して

主 張 さ れ て い る も の と 理 解 す る 以 上 は， そ の 監 査 請 求 期 間 も そ れ ぞ れ の 行

為 ご と に 起算 さ れ る と 触 する の が筋 で あっ て， 被 告が 指 摘 する よ うな 問 題

点 は， 先 行す る 支 出負 担 行 為 の違 法 が後 行 あ 支 出命 令 及 ぴ支 出 に どの よう

な 場 合 に， ど の よ う な 影 響 を 与 え る か と い う 間 題 と し て 検 討 さ れ る ぺ き こ

と と 思 わ れ る。 支 出 負 担 行 為 に っ い て の 監 査 請 求 期 間 は 経 過 し て い る に も

か か わ ら ず，
一そ の 遠 法 性 に っ い て 蒸 し 返 し 的 に 争 わ れ る 余 地 が あ る と し て
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も， そ れ を 理 由 と し て 支 出 命 令 及 ぴ 支 出 の 監 査 請 求 期 問 の 起 算 点 を 支 出 負

担 行 為 時 と 解 す ぺ き 必 然 性 は な い し． そ の よ う に 解 し な け れ ぱ 期 間 制 限 を

設 け た 法 の 趣 旨 に 反 す る と ま で は 解 し 得 な い。

工 以 上 の と お り， 被 告 の 主 張 は 採 用 で き ず
． 支 出 命 令 及 ぴ 支 出 に 係 る 本 件

監 査 請 求 は， 監 査 請 求 期 問 内 に さ れ た も の と し て 適 法 と い う ぺ き で あ る。

ｔ３〕 支出 負 担 行 為 （本件 協 定 の締 結） に っ い ての 監 査 請求 に つ いて

ア 本 件 協 定 の 締 結 は 平 成 ６ 年 ５ 月 １ ０ 目 に さ れ て い る か ら， こ の 締 結 日 を

樗 算 点 とす れば
。 本 件 監査 請 求 は 監査 請 求期 間 を 経過 した 後 に さ れ たも の

と い う ぺ き で あ る が、 原 告 は。 支 出 が さ れ た 旦 （平 成 １ ７ 年 １ 月 １ ４ 目）

を 起 算 点 と す ぺ き 旨 主 張 す る。

イ そ こ で 検 討す ると， 住 民 監査 請 求 は， 財 務会 計 上 の行 為 又 は 怠 る 事 実 を

対 象 と し て 行 わ れ る も の で あ る と こ ろ． 当 該 行 為 に つ い て の 監 査 請 求 は，

当 該 行 為 の あ っ た 日 又 は 終 わ っ た か ら １ 年 を 経 過 し た と き は， こ れ を す る

こ と が でき な いち のと さ れて い る （地 方 自 治 法 ２ ４ ２ 条 ２ 項 本 支）。 そ し

て， こ こ に い う 当 該 行 為 の あ っ た 日 と は 一 時 的 な 行 為 の あ っ た 日 を、 当 該

行 為 の 終 わ っ た 日 と は 継 続 的 な 行 為 に っ い て そ の 行 為 が 終 わ っ た 目 を． そ

れ ぞ れ 意 味 す る も の と 解 さ れ る。 本 件 監 査 請 求 に お い て は， 本 件 協 定 の 締

結が そ の 対 象 とな る行 為 と さ れて お り， 同 契約 の締 結 行為 は 一 時 的 行為 と

い う ぺ き で ある か ら， こ れ を 対象 と す る 監 査請 求 は 契約 締 結 の 目 を基 準 と

して 同 項本 文の 規定 を適 用 す ぺ き で ある （最 高 裁判 所 平 成 １４ 年 １ ０月 １

５ 日 第 三 小 法 廷 判 決 ・ 判 例 時 報 １ ８ ０ ７ 号 ７ ９ 頁 参 照）。

ウ 同 原 告 の 上 記 主 張 は． 財 務 会 計 上 の 行 為 が さ れ て も 損 害 が 発 生 し て い な
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け れ ば， 監 査 請 求 に お い て 損 害 を 補 て ん す る た め 必 要 な 措 置＝を 講 じる こ

と を 請 求 し た り． そ の 後 の 住 民 訴 訟 に お い て 当 該 職 員 に 対 し て 損 害 賠 償

の 諦 求 （又 は 賠 償 命 令） を す る こ と を 求 め る こ と が で き な い と い う 点 を

根 拠 と し て い る。

ω し か し， 監 査 請 求 に お い て は， そ の 対 象 で あ る 財 務 会 計 上 の 行 為 又 は

怠 る 事 実を 特 定 して、 必 要 な 措置 を 講 ず ぺき こ とを請 求 す れ ば 足り． 措

置 の 内 容 等 を 具 床 的 に 明 示 す る こ と は 必 須 で は な く， 仮 に， 執 る ぺ き 措

置 内 容 等 が 具 体 剛 こ 明 示 さ れ て い る 場 合 で も． 監 査 委 員 は 監 査 請 求 に 理

由 が あ る と 認 め る と き は， 明 示 さ れ た 措 置 内 容 に 拘 束 さ れ ず に 必 要 な 措

置 を 識 ず るこ と が でき る （最高 裁 判 所 平 成１ ０ 年７月 ３ 日第 二 小 法 廷判

決 ・ 裁 判 集 民 事 １ ８ ９ 号 １ 頁 参 照）。 す な わ ち， 監 査 請 求 は， 財 務 会 計

上 の 行 為采 は 怠 る 事実 を 対伎 と して さ れる も ので あっ て， 監 査 委 員 に求

め る 措 置 が， 当 該 行 為 の 防 止， 是 正， 怠 る 事 実 を 改 め る こ と 及 ぴ 損 害 の

て ん 補 の い ず れ で あ る か に よ っ て， 監 査 請 求 の 対 象 が 異 な る と い う わ け

で は な い。

ま た， 監 査 請 求 を 前 置‘し て さ れ る 住 民 訴 訟 に つ い て み て も． そ の 対 象

と す る 財 務会 計上 の 行為 又 は怠 る 事 実 に つ いて 監査 請求 を 経 て い る と認

め ら れ る 限り， 監 査 請求 にお い て 求 め て いた 具 体的 措置 と は 異 な ξ内 容

の 請 求 を す る こ と も 許 さ れ る と 解 さ れ る か ら， こ の 点 か ら も 監 査 請 求 の

期 問 を住 民訴 訟 で 求め る 請求 の 内 容 ご と に考 える 必要 が ある と は 解さ れ

な い
。

（ヴ 原 告 は， 支 出負 担 行 為が さ れ た 時期 を 基 準に す ると， 当 該 職 員 に 損 害
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賠 債 請 求 （賠償 命令） す る こ と を 求 める こと が で き ず， そ の よ うな 請 求

を す る 機 会が 保 障さ れ る必 要 が あ る 旨 を主 張す る。

し か し な が ら， 住 民 訴 訟 制 度 の 目 的 は， 住 民 が 納 税 者 と し て の 立 場 か

ら， 地 方 公 共 団 体 が 違 法 な 財 務 会 計 上 の 行 為 に よ っ て 損 害 を 被 る こ と を

防 止 し． あ る い は 被 っ た 損 害 を 回 復 す る 手 段 を 設 け． こ れ に よ っ て 地 方

公 共 団 体 が 適正 な 財務 会 計 処 理 を行．う こ と を保 障 す る 点に あ る （監 査 請

求 制 度 も， そ の 対象 が 不当 な 財 務 会 計 上 の行 為 を 含 む点 を 除 け ば． 同趣

旨 の 制 度 で あ る と い う こ と が で き る。）。

こ の よ う な 制 度 趣 旨 か ら す る と， 監 査 請 求 及 ぴ 住 民 訴 訟 に お い て， 契

約 の 締 結 行 為 の 当 否， 適 否 を 争 う こ と が で き る と さ れ て い る の も． そ の

後 に 予 定 さ れた 契約 の 履 行 に より 地 方 公 共団 体 が 損 害 を被 る こ とを 防止

し た り， あ る い は 被 っ た 損 害 を 回 復 す る た め で あ っ て， 契 約 の 締 結 時 に

お いて． 履 行 行為 の 差止 め や 法 律 関 係 の 不存 在確 認 （旧 法 下） を 求 める

こ と が で き れ ぱ， 契 約 が 締 結 さ れ た 結 果 と し て 発 生 し た 損 害 に つ い て 当

該 職 員 に 対す る 損 害賠 償 請 求 等 を 求 める 機会 が 保 障 さ れ る こ と が必 須 の

要 請 と ま で は 解 さ れ な い。 も と よ り， 監 査 請 求 の 可 否 と は 関 わ り な く，

当 該 地 方 公 共 団 体 は 当 該 契 約 に 起 因 し て 損 害 が 発 生 す れ ぱ， 当 該 職 員 に

対 して 損 害 賠償 等 の請 求 を な レ得 る わ けで ある し， そ の 請 求 が 行 われ な

い と き に は当 該 請 求を 怠る 事 実 にっ い て の 監査 請 求 や住 民訴 訟 の提 起 も

可 能 な の で あ る か ら， 上 記 の よ う に 解 す る こ と に よ っ て 特 段 の 不 都 合 が

あ る と も 認 め ら れ な い。

目 ま た， 原 告 は， 平 成 ９ 年 最 判 （最 高 裁 判 所 平 成 ９ 年 １ 月 ２ ８一日 第 三

．４１． 横 浜 地 方 裁 判 所

小 法 廷判 決・ 民集 ５ １巻 １ 号 ２８ ７頁） を上 記 主 張の 根 拠 と して 指 摘 し

て い る
。

し か し な が ら， 上 記 最 高 裁 判 決 は， 財 務 会 計 上 の 行 為 が 遠 法， 無 効 で

あ る こ と に 基 づ い て 発 生 す る 実 体 法 上 の 請 求 権 の 不 行 使 を も つ て 財 産 の

管 理 を 怠る 事実と す る 監 査 請 求 に っ いて， 上 記請 求権 が財 務 会 計 上 の行

為 が さ れ た 時 点 に お い て は い ま だ 発 生 し て お ら ず． 又 は こ れ を 行 使 す る

こ と が で き な い 場 合 に は， 実 体 法 上 の 請 求 権 が 発 生 し， こ れ を 行 使 す る

こ と が で き る こ と に な っ た 目
’
を 基 準 と して 地 方 自 治 法 ２ ４ ２ 条 ２ 項 の 規

定 を 適 用 す ぺ き 旨 を 判 示 し た も の で あ る。 す な わ ち， 上 記 判 決 は 怠 る 事

実 に 係 る 監 査 請 求 に っ い て 同 条 項 の 適 用 関 係 を 明 ら か に し た も の で あ

り、 本 件 の よ う に， 本 件 協 定 の 締 緒 と い う 財 務 会 計 上 の 行 為 （当 該 行 為）

が 監 査 請 求 の 対 象 と さ れ た 場 合 に っ い て 判 断 し た も の で は な い。

原 告 は， 同 判 決 は． 怠 る 事 実 に 固 有 の 屯 あ で は な い と 主 張 す る が， 同

判 決 は， 上 記 の と お り， 怠 る 事 実 に 係 る 請 求 権 が 発 生 し て お ら ず． 又 は

行 使 す る こ と が で き な い 場 合 に は， 監 査 請 求 の 対 象 と な る 怠 る 事 実 が 存

在 し な い た め， そ の 監 査 請 求 期 問 に つ い て は 上 記 判 示 の と お り に 解 す ぺ

き で あ る と 判 示 し て い る の で あ っ て， 財 務 会 計 上 の 行 為 （当 該 行 為） を

対 象 と す る 監 査 謂 求 の 場 合 に は． 当 該 行 為 は 既 に 存 在 し て お り， 監 査 請

求 の 対 象 と し 得 る の で あ る か ら， こ の 二 つ の 場 合 を 同 ’ に 論 じ る こ と は

で き な い。

閉 そ し て， 原 告 の 主 張 に よ っ た 場 合， 原 告 が 主 張 す る よ う に，
地 方 白 治

法 ２ ４ ２ 条 ２ 項 に い う 「当 該 行 為 の あ っ た 日」 と は、 当 該 行 為 に よ っ て

．４２．
械 浜 地 方 裁 判 所



直 ち に損 害が 発 生す る と い う関 係 が存 在 しな い 場 合 は損 害 の 発 生 時 点 を

い うと 解 す るか，
一 っ の 契約 締 結 行為 に っ いて． 求 める 措 置 の 内 容 に応

じ て． 契 約 締 結 日 か ら １ 年 間 と、 当 該 職 員 に 対 す る 損 害 賠 償 請 求 権 が 発

生 し た 日 か ら １ 年 問 と い う 二 っ の 監 査 請 求 期 間 が あ る と 解 す る ほ か は な

い よ う に 思 わ れ る が． こ の よ う な 解 釈 は 同 条 項 の 「当 該 行 為 の あ っ た 日

か ら １ 年」 と の 文 言 と 大 き く 乖 離 す る こ と に な り， 困 難 と い う ぺ き で あ

る
。

㈲ な お， 上 記 の こ と を 本 件 に っ い て み る と， 本 件 協 定 が 締 結 さ れ た 時 点

で は， 現 臭 に川 崎 市 が 本 件 各 金融 機 関に 損 失補 債 す る こと に な る か ど う

か， ま た， い っ の 時 点 で い か な る 金 額 を 支 出 す る こ と に ム る の か は 未 確

定 で あ っ た が、 住 民 と し て は，
旧 法 下 に お い て も， そ の 履 行 の 差 止 め や

契 約の 相 手 方に 対 す る 法 律 関係 の 不 存在 確 認 を求 め て 監査 請 求 な い し住

民 訴 訟 を す る こ と が 可 能 で あ っ た も の と 考 え ら れ る。 こ の 点， 差 止 め の

師 え に つ い て は， そ の 時 点 で の 訴 外 会 杜 の 経 営 状 涜 等 に も よ る が， 既 に

本 件協 定 が締 結 さ れ て お り， そ の 楯債 限 皮 額が ９ 億 円 と いう 高 額 で ある

こと から すれ ば 一応 適 法 な 訴 えと 解さ れ る し， 法 律 関 係不 存 在 確認 の 訴

え に つ い て は， こ 札 が で き な い と す る 理 由 は な い も の と 思 わ れ る （こ の

点． 原 告 は回 復困 難 な 損 害が 生 ず るお そ 札 があ る 場 合 にの み 同 訴 えが 許

さ れ る と 主 張 す る が
，

そ の よ う に 解 す ぺ き 根 拠 は な い。）。

工 以 上 の と お り， 本 件 協 定 の 締 結 を 対 象 と した 監 査 請 求 は， そ の 締 結 日 で

ある 平 成６ 年 亨月 １ ０ 日 か らユ 年以 内に す ぺき で あ っ て， 本 件監 査 請 求 は

期 問 を 徒 過 し て さ れ た も の で あ る。

．４３．
摘 浜 地 方 裁 判 所

（４〕 正 当な 理 由 の 有撫 に つ いて

ア 地方 自 治 法 ２４ ２ 条 ２ 項た だ し 書に い う 『正 当 な理 由」 の有 無 は， 当該

行 為 が 秘 密 裡 に さ れ た 場 合 に は， 特 段 の 事 情 の な い 限 り， 普 通 地 方 公 共 団

体 の 住 民 が 相 当 の 注 意 力 を 特 っ て 調 査 した と き に 客 観 的 に み て 当 該 行 為 を

知 る こ と が で き た か ど う か， ま た， 当 該 行 為 を 知 る こ と が で き た と 解 さ れ

る 時 か ら 相 当 な 期 間 内 に 監 査 請 求 を し た か ど う か に よ っ て 判 断 す ぺ き も の

で あ る （最 高 裁判 所 昭 和 ６ ３ 年 ４月 ２ ２日 第 二 小法 廷判 決 ・ 裁 判 集 民事１

５ ４ 号 ５ ７ 頁 参 照）。 そ し 下， こ の こ と は， 当 該 行 為 が 秘 密 樫 に さ れ た 場

合 に限 らず， 普通 地 方 公 共 団 体 の住 民が 相 当の 注 意 カ をも っ て 調 査 を尽く

して も 客 観 的に み て 監 査 請 求 をす る に 足 り る程 度 に 当該 行 為 の 存 在又 は内

容を 知 る こ とが でき な かっ た 場 合 も 甲 様 であ る と 解さ れ る か ら， この場 合

に は， 上 記 正 当 な 理 由 の 有 無 は三 特 段 の 事 情 の な い 限 り， 普 通 地 方 公 共 団

体の 住 民が 相 当 の注 意 カ を も っ て 調 査 すれ ぼ 客 観的 に み て 上記 の 程 度に 当

該 行為 の 存 在及 び内 容 を 知 る こ と が でき た と解 さ れ る 時 か ら相 当 な期 間内

に 監査 請 求 を した か ど う か に よ っ て判 断 す ぺき も の で ある （最 高 裁判 所平

成 １ イ 年 ９ 月 １ ２ 日 第 一 小 法 廷 判 決 ・ 民 集 ５ ６ 巻 ７ 号 １ ４ ８ １ 頁 参 照。 最

高 裁 判 所 平 成 １ ４ 作 ９ 月 １ ７ 日 第 三 小 法 廷 判 決 ・ 裁 判 集 民 事 ２ ０ ７ 号 １ １

１ 頁 参 照）
。

イ こ れ を 本 件 に っ い て み る と， 少 な く と も． 原 告 代 表 者 篠 原 義 仁 は， 平 成

１ ５ 年 ４ 月 １ ８ 日 付 け で， 川 崎 市 長 に 対 し． 本 件 協 定 害 及 ぴ そ の 関 係 書 類

に つ い て 行 政 文 書 の 開 示 請 求 を し， 川 崎 市 長 は 同 年 ５ 月 ２ 日 付 け で 全 部 開

示 の 通 知 を し て お り （甲 ４ ７， ４ ８）、 原 告 は． 川 崎 市 長 に 対 し 訴 外 会 杜

．４４．
枇 浜 地 方 裁 判 所



の株 主 と して同 杜 の会 社 整 理の 申立 て を しな い と い う 怠る 事 実 が 違法 で あ

る こ と の 確認 を求 め た 別件 住 民訴 訟 （当 庁 平 成 １ ５年 （行 ウ） 第 ２３ 号）

を 提 起 し． 当 該 訴 訟 で 提 出 し た 平 成 １ ５ 年 ７ 月 １ ６ 日 付 け 準 備 書 面（１〕 （乙

３４） に お いて 本 件協 定 が財 政 援助 制 限 法３ 条 に 遠 反 す る旨 主 張 して い た

と 認 め ら れ る か ら， こ れ か ら １ 年 半 以 上 を 経 過 し て さ れ た 本 伜 監 査 請 求 が，

上 記 相 当 な 期 間 内 に さ れ た も の と い う こ と は で き な い。 し た が っ て， 本 件

監 査 請 求 に 地 方 自 治 法 ２ ４ ２ 条 ２ 項 た だ し 書 に い う 正 当 な 理 由 が あ る と い

う こ と は で き な い。

原 告 は， 違法 な 支 出負 担 行為 に 基づ き 市 が 損 害 賠償 請 求 権 を 取 得 す るの

は、 現 実 に 損 害 が 発 生 し た 場 合 に 限 ら れ る か ら， 支 出 負 担 行 為 を 行 っ た 者

の 責 任 を 追及 する こ と が損 害 発 生の 後 に なる こ と に は 正当 な 理 由 が あ る 旨

主 張 す る が。 上 記（３〕で 述 ぺ た と こ ろ に よ れ ば、 こ の よ う な 理 由 に よ り 監 査

請 求 を 控 え る こ と に 正 当 な 理 由 が あ る と い う こ と は で き な い。

（引 小 括

以 上 の と お り， 本 件 訴 え は， 支 出 命 令 及 ぴ 支 出 に 係 る 部 分 は 適 法 な 監 査 謂

求 を 経た も の であ る が
， 本 件 協 定の 締結 に 係 る 部 分は 適 法 な 監査 請 求 を経 た

も ρ と い う こ と は で き な い。 し た が っ て． 高 橋 元 市 長 に 対 し て 損 害 賠 借 請 求

を す る よ う 求 め る 訴 え は 不 適 法 で あ る。

２ 争 点 ２ （本 件 協定 の適 法 牲 等） に っい て

（１〕 『本 件 協 定が 財政 援 助 制 限法 ３ 条に 遠反 す る か どう か」 に つ いて

本件 損 失 補 債金 に 係 る支 出 命 令が 違法 であ る か ど う か を判 断す る 前提 と し

て， 本 件 協 定 の締 結 が財 政 援助 制 限 法３ 条 に 違反 す る か どう か に つ い て検 討

一４５． 横 浜 地 方 裁 判 所

す る
。

ア 財 政 援 助 制 限 法３ 条の 趣 旨に っ い て

同 財 政 援 助 制 限法 ３ 条 は１
『政 府 又 早 地 方 公 共団 体 は１ 会 杜 そ の他 の 法

人 の 債 務 に っ い て は， 保 証 契 約 を す る こ と が で き な い。」 と 規 定 し て い

る 。

被 皆 は， 同 法 の 制 定 経 緯 に 照 ら す と， 同 条 は 戦 前 に み ら れ た 国 策 会 杜

の 活動 を停 止 さ せ． そ の 復 活 を 阻止 しよ う と する 占領 軍 総 司 令 部の 意向

に 沿 っ た も の で あ り、 そ の 趣 旨 と し て は， 政 府 等 の 行 う 財 政 連 営 を 予 算

と し て 一 元 的 に 取 り 扱 い． 国 会 な い し 地 方 議 会 の 議 決 に 基 づ か な い 財 政

援 助 を 廃 止 な い し制 隈 す る こ と に あ っ た 旨 主 張 す る。

確 か に． 証 拠 （乙 ４ ８ な い し ５ ０） に よ れ ぱ， 財 政 援 助 制 限 法 の 制 定

に 先 立 っ て， 昭 和 ２ １ 年 ４ 月 ３ 貝 付 け で 実 質 的 な 指 令 と も い う ぺ き 「政

府 保 証 債 及 ぴ 借 入 金 に 関 す る 司 令 部 覚 書」 が 発 せ ら れ， そ の 中 で． 政 府

又 は そ の 他 一 切 の 行 政 官 庁 に よ る 債 務 の 保言症 が 原 則 と し て 禁 じ ら れ， 金

融 的 援 助 は 補 助 金 の 形 式 に よ っ て の み 行 う ぺ き 等 の こ と が 示 さ れ て お

り， 同 覚 書 を 受 け て 財 政 援 助 制 限 法 が 制 定 さ れ た こ と 等 に か ん が み る と，

同 法 は 占 領 軍 総 司 令 部 の 意 向 を 反 映 した も の で あ っ た と い え る し， 原 告

も こ の 点 を 特 に 争 っ て は い な い。

そ して， 同 法の 提 案 理 由 と して 石 橋 大 蔵 大 臣８ま，
『政府 は 従 来法 令 の

規 定 に 依 っ て 証立 致 しま した会 杜 そ の 他 の 法 人等 に対 しま して， 法 令 或

い は 予 算 外 契約 に 基 づく 各種 の 財 政 援 助 を与 えま して， もっ て その 事 業

の 遂 行 を 円 滑 な ら し め． 国 策 の 完 遂 を 図 っ て 参 っ た の で あ り ま す。 し か

．４６． 横 浜 地 方 裁 判 所
’



し今 や 終 戦 に 伴 い ま し て 戦 後 財 政 再 建 の 必 要 を 生 じ ま し た の で、 そ の 一

っ の 方 途 と致 しま して， 国 庫負 担 の 累 嬉 を 防 止致 した い と 考 え る の で あ

り ま す。 し か し て そ れ と 同 時 に， こ れ に よ り ま し て 戦 後 に お け る 国 民 経

済 の 民 主的 再建 のた め に 企業 の 自 主的 活 動 を促 進 致 す こと の 一 助 と 屯致

し た い の で 牟 り ま す。」 と 説 明 し て お り （乙 ５ １）・ 財 政 援 助 制 限 法 が

制 定 さ れ た 背 景 に， い わ ゆ る 国 策 会 杜 の 活 動 を 停 止 さ せ， そ の 復 活 の 防

止 を 図 る と い う 意 図 の あ っ た こ と が う か が え る。

ま た， 同 法 １ 条 及 び ２ 条 の 規 定 を み る と， １ 条 は 「会 杜 そ の 他 の 法 人

は， 他 の 法 令 又 は 定 款 に か か は ら ず， 政 府 の 所 有 す る 株 式 又 は 出 資 に 対

して， 政 府 以外 の者 の所 有 する 株 式 又 は 出 資 に対 す る と 同’ の 条 件 を以

．
て， 利 益 又 は 剰 余 金 の 配 当 又 は 分 配 を し な け れ ぱ な ら な い。」 と し， ２

条１ 項 は 「政府 は， 他 の 法令 又 は 契約 に か か はら ず． 会 杜 そ の 他 の 法 人

に対 し， 毎事 業年 度 に お ける 配 当 又は 分 配 す る こ と がで さ る 利 益 又 は 剰

余 金 の 額 を
．
払 込済株 金 額又 は 出 資金 額 に 対 して一 定の 割 合 ヒ 達 せ しめ る

た め の 補 給 金 は， こ れ を 交 付 し な い。」 と い う も の で あ っ て， こ の よ う

な 政府 に よ る法 人に 対 す る 宰援 は， 戦 前 にお ける 国 策 会 杜 に 対 して と ら

れ た も の で あ る か ら， １ 条 及 び ２ 条 は こ の よ．う な 支 援 策 を 廃 止 す る 趣 旨一

の も の と 理 解 す る こ と が で き る。

（イ〕 同 法 ３ 条 も 以 上 の よ う な 背 景 の 下 に 制 定 さ れ た も の で あ る が，同 条 は，

政 府又 は地 方公 共団 体 が 法人 の 債 務 を 保 証 す るこ と を 原 則 的に 禁 止 す る

と して い る ので あっ て． 国会 な い し 地 方 議会 の義 決 に 基 づけ ば 保 証 契 約

の 締 結 を 許 容 す る と い う も
一
の で は な い。 前 記 司 令 部 覚 書 は， 政 府 等 に よ
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る 債 務 の 保 証を 禁止 す る と とも に、 法 人等 に 対する 経済 的 な 援 助 は 補 助

金 の 形 式 に よ っ て の み 行 う も の と し て お り， こ の 点 を 捉 え て 被 告 は， 同

条 の 趣 旨 は国 会 又 は地 方 議会 の 議 決 に基 づ かな い財 政援 助 の 廃 止 及 ぴ制

限 に あ る と 主 張 す る の で あ る が， 同 条 の 蜆 定 は 上 記 の と お り で あ っ て．

必 ず し も 被 告 の 主 張 に 沿 う ち の と は な っ て い な い し， 石 僑 大 蔵 大 臣 は，

財政 援 助制 限 法 案の 提 出 理由 と し て 被告 が 主張 する よう な 説 明 は してお

ら ず． 上 記 の よ う に 財 政 再 建 の た め に 国 虜 負 担 の 累 増 を 防 止 す る こ と と，

企 業 の 自 主 的 活 動 の 促 進 と い う こ と を 挙 げ て い る の み で あ る。

も と も と 保 証 契 約 は， そ の 契 約 締 結 の 際 に は 保 証 人 が 将 来 負 う こ と に

な る 負 担 の 有 無 及 ぴ 程 度 が 明 ら か で な く、 ま た， 保 証 人 の 負 担 が
， 主 債

務 者 が 主債 務 を履 行 す る か どう かと い う 保 証人 が必 ず しも関 知 し得 な い

事 情 に よ り 左 右 され る とい う 性質 を有 す るも の であ る。 そ して． 保 証 契

約 を 政 府 や 地 方 公 共 団 体 が 行 う と い う こ と は、 当 面 の 支 出 を 伴 わ ず に 一

定 の 経 済 的 な 効 果 を 上 げ 得 る こ と か ら， と も す れ ば 安 易 に 流 れ や ナ い と

い う 弊 害 屯 否 定 は で き な い。 こ の よ う な 保 証 契 約 の 性 質 と と ち に 上 記 石

橋 大 蔵 大 臣 の 説 明 や 財 政 援 助 制 限 法 ３ 条 の 文 言 に 照 ら す な ら ば、 同 条 は

政 府 又 は 地 方 公 共 団 体 の 不 確 定 な 債 務 が む や み に 増加 す る こ と を 防 止

し， も っ て 財 政 の 健 全 化 を 図 る こ と を ’ つ の 重 要 な 目 的 と し て い た ち の

と 認 め る の が 相 当 で あ る。

（ヴ 被 告 は． 同 条 の 趣 旨 を， 前 記 の よ う に， 国 会 又 は 地 方 議 会 の 議 決 に 基

づ か な い 財 政 援 助 を 廃 止 し， あ る い は 制 限 す る 点 に あ っ た と し、 日 本 国

憲 法 及 ぴ地 方 白治 法 の制 定 に より， す ぺて 財 政 は国会 な いし 地 方 議会 の
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議 決 に 基 づ く こ と に な っ た こ と か ら、 財 政 援 助 制 限 法 は 既 に そ の 目 的 を

達 し て 意 義 を 失 っ て い る 旨 主 張 す る。

し か し な が ら， 上 記 用 の と お り， 同 条 の 趣 旨 を 被 告 が 主 張 す る よ う に

限 定 し て 理 解 す ぺ き 根 拠 は な い の で あ っ て， そ の 主 張 は 一 面 的 に す ぎ て

採 用 で き な い し， そ の よ う な 理 由 で 同 法 が 既 に 存 在 意 義 を 失 っ た も の で

あ る と い う こと は で き ない。 日本 国 憲 法 及 ぴ地 方白 治 法 が 制 定 さ れた 後

も， 同 条 は 原 則 と し て 保 証 契 約 を 禁 止 す る と い う 文 言 の ま ま 今 日 ま で 有

効 な 条 文 と し て 存 在 して い る の で あ っ て． 政 府 又 は 地 方 公 共 団 体 に よ る

こ れ に 反 する 行 為 が 許容 さ れる と か， 議 会の 議 決 を経 た 保 証 契 約 は同 条

に 反 し な い な ど と 解 す る こ と は 困 難 で あ る。

イ 次 に， 本 件 協 定 の 内 容 に つ い て 検 討 す る。

同 本 件 協 定 の 内 容 は， 前 記 第 ２， ２（２〕イ の と お り で あ る。

ａ ま ず， 本 件 協 定 で は． 川 崎 市 が 訴 外 会 杜 の 債 務 を 保 証 す る と の 文 言

は 用 い られ て お らず， 同協 定 に 基 づ＜ 本件 各金 融 機 関 の 訴 外 会 杜 に対

す る 融 資 に つ いて， 本件 各 金 融 機 関 が損 失 幸被 っ た 場 合 に 川 崎 市 が当

該 損 失 を 補 償す る も のと さ れ， 形 式 的に は損 失 補 償 と し て の 構 成 を基
．

調 と し て い る （５ 条 １ 項）。

ｂ 上 記 規 定に い う 「損失」 が 何 を 指 すの かは 明 文 で は示 さ れ て いな い

が、 上 記 の よ う に ｒ融 資 に つ い て」 ｒ損 失 を 被 っ た 場 合」 と さ れ て お

り， 川 惰市 が 補 償 と して 交 付す る 金 額 が本 件 協 定 に基 づ く 訴 外会 杜の

借 入 債 務残 高 と 交付 の 日ま での 未 払 利 息及 ぴ 遅 滞利 息 の 合 計 額 と され

て い る （同 条 ４ 項） こ と か らす れ ば． 上記 「損 失」 が 本 件 各 金 融機 関
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が 訴 外 会 杜 か ら 返 済 を 受 け ら れ な い こ と に よ っ て 被 る 損 害． す な わ ち

未 収 貸 付 金 を 想 定 し て い る こ と は 明 ら か で あ る （そ し て， 前 記 第 ２，

２（５〕のと おり， 川 崎 市 は 本 件 協 定 に基 づき 現 実に 本件 各 金 融 機 関に 総

額 ９ 億 円 を 支 払 っ た の で あ る が， こ の 金 額 は 平 成 ６ 年 ５ 月 １ ９ 日， 同

年 １ １ 月 １ ５ 日 及 び 平 成 ７ 年 ３ 月 ２ ４ 日 に さ れ た 本 件 貸 付 の 元 本 ８ 億

円 に 弁 済 期 か ら の 利 息 を 加 え た 額 で あ る と さ れ て い る。 甲 ７ ７）。

Ｃ そ し て、 い か な る 場 合 に 川 崎 市 に 上 記 損 失 を 補 償 す ぺ き 義 務 が 生 じ

る か を み る と， 本 件 各 金 融 機 関 か ら の 催 告 に も か か わ ら ず， 訴 外 会 杜

が 最 終 弁 済 期 限 後 ３ か 月 を 経 過 し て も 弁 済 し な かっ た 場 合． あ る い は，

訴 外 会 祉が 解散 等に よ り 期 限の 利 益 を失 った 場 合に 本件 各 金 融 機 関が

川 崎 市 に 損 失 の 補 償 を 請 求 す る も の と さ れ （５ 条 ２ 項． ３ 項）， そ の

場 合 に は川 崎 市 は 遅 滞 な く 損 失 補 償 金 を 交 付す る も の と さ れ て お り

（同 条 ４ 項）， 訴 外 会 杜 に 債 務 の 不 履 行 が あ っ た 場 合 に 本 件 各 金 融 機

関 か ら の 謂 求 に よ っ て 損 失 補 債 義 務 が 生 じ る こ と に な っ て い る。

上 記 の 点 に っ い て， 被 告｛ま。 本 件 協 定 ５ 条 ２ 項 の 『３ か 月 を 経 過 し

て も 本 債 務全額 を 弁 済 し な かっ たと き」 の ３ か月 と は， 予算 措 置 を言衛

じ る 等 の た め に 相 当 な 期 間 を 設 定 し た も の で あ り， 実 際 に 本 件 損 失 補

償 金 を 支 払 っ た 経 緯 に 照 ら し て も 訴 外 会 杜 の 履 行 遅 滞 が 損 失 補 償 の 要

件 と は な っ て は い な い 旨 を 主 張 す る。

し か し， 上 記 ｇ 「３ か 月 の 期 間」 に つ い て の 被 告 の 主 張 は， 本 件 協

定 ５ 条 ２ 項 の 文 言 を そ の よ う に 理 解 す る こ と は 困 雌 で あ る し， 仮 に，

被 告の 主 張を 前提と す れ ば
． 訴 外会 杜 が最 終弁 済期 限 を 徒過 す れ ば直
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ち に 川 崎 市は損 失 補 償 の た め の 予算 措 置等 に 着 手 す る 必 要 が ある とい

う こ と に な っ て， か え っ て 被 告 の 主 張 の 趣 旨 に 沿 わ な い よ う に 思 わ れ

る。 ま たＩ 現実 に１ 本 件 各 金融 機 関 が 訴外 会 杜 の履 行 遅 滞 にも 苧 かわ

ら ず 速 や か に 川 崎 市 に 損 失 の 補 償 を 求 め な か っ た と し て も， 本 件 協 定

上， 本件 各 金融 機 関 に その よ う な 請 求義 務 が ある と ま では 解 さ れな い

か ら， こ の 点 も 上 記 認 定 を 左 右 す る も の で は な い。

ｄ こ の よ う に み て み る と， 確 か に 本 件 協 定 は 損 失 補 償 と い う 用 語 を 用

い． そ れ に 沿 う か の よ う な 形 式， 体 裁 が と ら れ て い る が． そ の 実 質 的

な 内 容 は ｒ毎年 度 川 暗 市特 別 会 計予 算 に 定 め る 損 失 補 償 額」 （１条）

を 貸 付 限度 とす る 債 務 の 保 証 （根保 証） と 特 段 の 差 異 は な いも のと い

え る。 こ の よ う な 内 容 の 本 件 協 定 を 保 証 契 約 と い う か， 損 失 補 償 契 約

と い う か は， あ る 意 味 で は 呼 ぴ 方， 用 語 の 間 題 で あ り、 そ の 法 偉 構 成

を， 主 債 務 者 が 弁 済 を し な い 場 合 に， 第 三 者 が 主 債 務 者 に 代 わ っ て 履

行 をす ると い って も （保 証 契 約）， 未 収 貸 付 金 を 損 失 と して， 主債 務

者 が 弁 済 しな い場 合 に．第 三者 が そ の損 失 を 楠て んす る と い って も（損

失 補 償 契 約）， そ の 実 質 に 特 段 の 変 わ り が あ る と は 認 め 難 い。

け〕 被 告 は， 損 失 補 償 契 約 と 保 証 契 約 と は 法 的 性 質 が 異 な り、 本 件 協 定 は

損 失 補 償 契約 であ る か ら， 保 証契 約 と 向 視す る 土 と は で き ない 趣 旨を主

張 す る。

し か し，
一 般的 に損 失補 償 契 約 な い し損 害 担保 契 約 と い わ れ る契約 に

は 種 々 の 形 態、 内 容 の も の が あ る の で あ っ て， こ れ を 抽 象 化 し て 保 証 契

約 と の 異 同 を論 じる こ と は． 本 件 にお い て あま り 意 味 の あ る こと では な
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い。 要 は， 本 件 協 定 が い か な る 実 質 的 な 内 容 を 有 し て い る の か， ま た，

そ れ ゆ えに財 政援 助 制 限 法 が 規 定 する 「保 証 契約」 に 該当 し な いと 解 し

得 る のか とい うこ と な の で あ る か ら， この よ うな 観 点 から 被 告 が指 摘 す

る 点 を 検 討 して み る。

ａ ま ず． 被 告 は， 損 失 補 償 契 約 は 保 証 契 約 と は 異 な り． 損 害 が 生 じ て

初 め て 補 て ん す ぺ き 義 務 が 生 じ る も の で あ り， 主 債 務 者 が 破 産 した と

か， 客 観 的 に 債 権 の 回 収 が ほ と ん ど 見 込 め な い 場 合 に な っ て 初 め て 損

害， ひ い て は 損 失 補 償 義 務 が 生 じ る 旨 主 張 す る。

し か し， 本 件 協 定 で は， 既 に 述 ぺ た と お り． 訴 外 会 社 が 本 件 各 金 融

機 関 から の催 告 に も か か わ ら ず， 最 終弁 済 期後 ３ か月 内 に 債 務 全 額 を

弁 済 しな か っ た り （５ 条 ２ 項〕， 解 散 等 に よ り 期 限 の 利 益 を 失 っ た 場

合 （同 条 ３ 項） に， 本 件 各 金 融 徽 関 は 川 崎 市 に そ の 被 っ た 損 失 （未 収

貸付 金及 び 利 息） の 補 償 を言育求 し， そ の 場合， 川 崎 市 は遅 滞 なく 損 失

補 償 金 を本 件各 金 融 機 関 に 交 付 ナる （同条 ４ 項） と さ れて い る。 した

が っ て， 川 崎 市 が 損 失 補 債 金 を 交 付 す る に つ い て， 本 件 各 金 融 機 関 の

訴 外 会 祉 に 対 す る 貸 付 債 権 が 回 収 不 能 と い っ た 状 況 に あ る こ と が 要 件

と さ れ て い る わ け で は な い し． そ の 補 債 す ぺ き 金 額 も， 川 崎 市 特 別 会

計 予 算 に 定 め る 損 失 補 債 額 を 限 度’と す る と い う 制 約 は あ る も の の， 訴

外 会 杜 が 弁 済 す ぺ き 金 額 と 異 な る も の で は な い。 し て み れ ば
，

上 記 指

摘 の 観 点 か ら し て、 本 件 協 定 を も っ て 保 証 契 約 と は 異 な る 実 質 を 有 す

る 契 約 で あ る と い う こ と は 困 難 で あ る。

ｂ 次 に， 被 告 は， 損 失 補債 契約 は 主た る 債務 の 存 在を 前提 と しな い 独
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立 の 契 約 で あ る と 主 張 す る。

確 か に． 一般 に 損 失補 償 契約 な い し損 害担 保 契 約と 呼 ば れ る契 約 の

中 に は 主た る債 務 の 存在 を 前提 と しな い もの 也 存 在す る が
， 本 件 協 定

は， 上 記 の と お り， 訴 外 会 社 が 『主 償 務 全 額 を 弁 済 しな か っ た と き」，

川 崎 市 は本伜 各 金 融 機関 に 『主 債 務 残高 と 利 息 の 合計 額」 を 補 償 す る

も の．と さ れ て お り，
訴 外 会 杜 の 債 務， す な わ ち 主 た る 債 務 の 存 在 す る

こ と が 前 提 と な っ て い る こ と は 明 ら か で あ る。

被 告 の 上記 主 張 は， 川 崎 市 が 本 件協 定 に 基づ い て 負 担す る 損 失補 債

債 務 が 付従 牲 の な いも ので あ る こと を 指 挿 する も の と も考 え ら れる。

本 件 協 定 は こ の 点 に っ い て 明 確 な 定 め を 欠 い て い る が， 本 件 協 定 を

締 緒 す るに 至っ た 経 緯や 本 件 協 定全 体 の 趣 旨に 照 ら すな ら ば
， 成 立 に

お け る 付 従 性 に つ い て い え ば， 本 件 協 定 に お い て は． 訴 外 会 杜 に 対 す

る 融 資が な けれ ぱ 本 件各 金 融機 関 に 損 失が 発 生 す るこ と は な く， 損失

補 債 義 務 が 発 生 す る こ と も な い し， ま た， 川 崎 市 は， 訴 外 会 社 が 『主

債 務 全 額を 弁 済 し な かっ た と き」 （５条 ２項） に 本 件 各 金 融 機 関 に 損

失を 補 債 する も のと さ れて い る こ とに 照 ら す な ら ば， 主た る 債務 に っ

き 無 劾． 取 消事 由 が 存 する 場 合 でも 損 失 補 債義 務 が あ ると す るの が 当

事 者 の 意 思 で あ る と は 考 え 難 い。

ま た、 民 法 ４ ４ ８ 条 と の 関 係 に っ い て み て も， 川 崎 市 は 訴 外 会 杜 が

弁 済 しな かっ た 額 を損 失 と して 補 債 す ると い う 以 上， 損 失 楠 償 義務 の

内容 が 訴 外会 杜 の債 務 よ りも 重＜ な るこ と は な い し， 本件 協 定 にお い

て は， 訴外 会 杜 に対 す る融 資 額 は， 毎 年 度川 崎 市特 別 会計 予 算 に 定 め
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る川 崎 市の損 失 補債 額 を 限度 と す る とさ れて お り，
川 崎 市 が 閲知 しな

いと ころ で同 市 が損 失 補 債 を す ぺ き 訴外 会 杜に 対 する 融 資 額 が 増大 す

る と い う こ と も な い。

な お， 被 皆 は， 保 証 契 約 で は， 保 証 人 は 主 債 務 者 が 履 行 し な か っ た

す ぺ て の 債 務 に っ い て 責 任 を 負 う が
、 損 失 補 償 契 約 は， 損 失 の 一 定 割

合 又 は そ の 一 部 に つ い て 責 任 を 負 う と す る こ と が で き， 主 債 務 の 限 度

額 を 超 え な い か ら と い っ て， 実 体 は 保 証 契 約 で あ る と い う こ と は で き

な い と 主 張 す る が． 保 証 契 約 に あ っ て も， い わ ゆ る 一 部 凛 証 は 許 容 さ

れ 得 る 也 の で あ る か ら， 被 告 の 主 張 は 当 を 得 な い。

以 上の とお り， 付 従 性 の 観点 か らみて も 本 件協 定 が保 証 契 約 と は異

なる 実 質 を有 す ると い う根 拠は 見 い だ し難い。

Ｃ な お，
求 償 権 の 点 に つ い て は， 被 告 も 本 件 協 定 に 基 づ く 損 失 補 償 金

に つ い て 訴 外 会 杜 に 求 債 で き な い と は 主 張 し て い な い （前 記 第 ２， ２

（４〕の と お り，
一

川 崎 市 は 本 件 協 定 に 基 づ く 求 償 楮 を 有 す る と し て 訴 外 会

杜 の 破 産 手 続 開 始 の 中 立 て を 行 っ て い る。）。

ｄ 以 上 に よ れ ば， 被 告 の 指 摘 す る 点 を 検 討 し て み て も， 本 件 協 定 が 保

証契 約と は 異な る 契 約 で あ ると す る だ けの 実 質的 な 根 拠 はな い もの と

い う ぺ き で あ る。

ウ 地方 公 共 団 体に お ける 実 務 上 の 扱 い 等 につい て

同 以 上 の よ う に． 本 件 協 定 は 典 型 的 な 民 法 上 の 保 証 契 約 と は い え な い に

し て も， そ の 内 容． 実 質 に お い て 同 契 約 と 特 段 に 異 な る と こ ろ は な い も

の と い う ぺ き で あ る。
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と こ ろ で， 川 崎 市及 び 本 件各 金 融 機 関 は 本 件協 定 に お い て 債 務 保 証と

い う文 言 を避 け，
「損 失 補 償」 と い う 文 言 を 使 用 し， 本 件 各 金 融 機関 に

生 じ た 損 失 を 補 て ん す る と い う 法 形 式 を と っ て お りＩ こ れ に よ れ ばＩ 上

記 当 事 者 は保 証契約 で は なく， 損 失 楠 償 契 約 を締 結 し一よ う と の 意 図 であ

っ た も の と 認 め ら れ る。 そ し て， 被 告 が 指 摘 す る よ う に． 本 件 協 定 の よ

う な 内 容， 形 式でも っ て 地 方自 治 体 が 法 人 の 債務 に つ い て 損 失 補 償契 約

を 締 緒 する こと ぽ、 本 件 の 場 合だ け で は なく 全国 的 に 広 く 行 わ れ てい る

も の と 認 め ら れ る （甲 ７ ８
，

乙 ３ ５， ４ ２，
５ ４）

。

そ こ で． こ のよう な 取 扱 いが 財 政 援 助 制 限 法 の許 容 す る と こ ろ で ある

か ど う か を 検 討 す る。

用 あ る 法人 が公 共性， 公 益 性の 高 い 事 業 を 行 う場 合 で， 当 該 事 業 が本 来

的 に は 地方 公共 団体 が 行 う に ふさ わ しい も の で ある 等 の 一 定 の 事 精が あ

る 場 合 に
，

地 方 公 共 団 体 が 当 該 事 業 を 支 援 す る 目 的 で， 一 定 の 責 任 を 負

う こ と を 約 し た と し て も． そ の こ と 白 体 は 特 に 不 当 な こ と で は な い と い

え る。 そ し て， い わ ゆ る 第 三 セ ク タ ー 方 式 で 設 立 し た 法 人 等 に つ い て、

上 記 のよ う な支 援を 必 要 と する 場 合 が 少 なく な い こ と も 容 易 に 推測 さ 札

る
。

ま た， 財 政 援 助 制 限 法 ３ 条 た だ し 書 は，
「財 務 大 臣 （地 方 公 共 団 体 の

す る 保 証 契 約 に あ っ て は． 総 務 大 臣） の 指 定 す る 会 杜 そ の 他 の 法 人 の 借

務 に っ い て は， こ の 限 り で な い。」 （本 件 協 定 締 結 当 時 は 大 蔵 大 臣 及 ぴ

自 治大 臣の 指定） と 規 定 して お り，
財 政援 助 制 限 法 も ’ 定の 場 合 に 地方

公 共団 体 が法 人 の債務 に つい て 保 証 契約 を 締 緒 す る こ と を許 容 してい る
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と い え る
。

し か し な が ら． 実 際 に は 上 記 指 定 制 度 は 活 用 さ れ て お ら ず， そ の 一 方

で、 自 治 省 行 政 誤 長 に よ る 昭 和 ２ ９ 年 ５ 月 １ ２ 日 付 け の 「損 失 補 債 に っ

い て は、 財 政 援 助 制 限 法 ３ 条 の 規 制 す る と こ ろ で は な い も の と 解 す る。」

．
と い う 回 答 （白 丁 行 発 第 ６ ５ 号。 乙 ５ ３） が あ る こ と 等 と 相 ま っ て， 地

方 公 共 団 体 に お い て は 広く 上 記 の よ う な 損 失 補 償 契 約 が 締 緒 さ れ て お

り， 本 件に お い て も 同 様の 事 情 か ら本 件 協 定が 締 緒さ れ た も の と 考 えら

れ る。

（ヴ 上 記 のよ う に． 地 方公 共 団 体 が保 証 契 約な い し 損失 補 債契 約 を行 う 実

際 的 な 必 要 が あ る こ と は 否 定 で き な い と し て， そ の 場 合 に， 現 に 財 碑 援

助 制 限法 ３ 条 が有 効 な 法 律 と して 存在 し， 政 府又 は地 方公 共 団 体 の 不確

定 な 債 務 の 増 加 を 防 止 し、 財 政 の 健 全 化 を 図 る と い う 目 的 に ’ 定 の 合 理

性 が 認 め ら れ る 以 上， 地 方 公 共 団 体 が こ れ に 反 し て よ い と す る 理 由 は 見

い だ し に く い。 同 条 は、 上 記 の よ う に， そ の た だ し 書 に お い て 例 外 的 に

保 証 契 約 を 許 容 す る 余 地 を 認 め て い る の で あ っ て、 必 要 が あ る な ら ぱ こ

の 手 続 に則 っ て 総 務 大臣 の 指 定 を受 け る のが 筋 で あっ て， こ の 指 定 を受

け ず に． 実 質 的 に保 証 契 約 と 変 わる とこ ろの な い 契約 を 損失 補 償 契約 と

称 し て 締 結 す る と い う こ と は， 同 条 の 規 制 を 潜 脱 す る も の と い わ ざ る を

得 な い
。

財 政 援助 制 限 法 ３ 条 は法 人 の 債 務の 保 証 を対 象 と して い る が
， 法 人 の

事 業 に は． 公 益 性 の 強 い も の か ら た ん な る 営 利 日 的 の 也 の ま で 種 々 の も

の が あ り， 地 方 公 共 団 体 と の 関 わ り 合 い の 程 度 も 様 々 で あ る。 地 方 公 共
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団 体 が法 人の 行 う事 業 の 内容 に 関係 な く 保 証 契 約 を締 結 す れ ぱ， 同条 の

目 的 と す る 財 政 の 健 全 化 は 図 ら れ な い こ と か ら．
’ 同 条 は 地 方 公 共 団 体 が

保 証 契 約 を 締 結 し て よ い 法 人 の 債 務 で あ る か ど う か， ま た． 保 証 契 約 を

締 結 す る必 要が あ る か どう か とい っ た こ と を総 務 大 臣 の 判 断 に ゆ だ ね た

も の と 解 さ れ る。 そ し て， そ れ と は 別 に 立 法 上 の 措 置 と し て， 公 有 地 の

拡 大 の 推 進 に 関 す る 法 俸 ２ ５ 条． 地 方 道 路 公 杜 法 ２ ８ 条１ 都 市 再 開 発 法

１ １ ６ 条 等 に お い て は， 同 条 の 例 外 と し て． 地 方 公 共 団 体 が 一 定 の 法 人

去 の他 の団 体 の債 務 を 保 証す る こと が で き る 旨 が 定 め られ て い るも の と

い え る
。

そ う す る と， 総 務 大 臣 の 指 定 を 受 け て お ら ず， 特 別 法 に お い て 許 容 す

ぺ き 規定 もな い法 人 め 債 務 につ いて，財 政 援 助制 限 法 ３ 条 本 文 の と お り，

地 方公 共 団体 は保 証 契 約 を して は な ら な いと 解 ず る こと に特 段 の 不都 合

が あ る と は 認 め ら ん な い。

被 告 が
， 上記 ア の よ う に財 政援 助 制 限法 が 既 に 存在 理 由 を 失 っ て い る

と 主 張 し 下 い る の は。同 法 を 存 続 さ せ る ぺ き 理 由 に 乏 し い こ と を 根 拠 に，

同 法 ３条 に規 定 す る 「保 証 契 約」 の 意 味 する と こ ろ を 限 定 的 に
， す な わ

ち 典型 的 な保 証契 約 に 限 っ て禁 止 さ れ てい る と 解 す ぺき であ る と の 趣 旨

を 含 む も の と 解 さ れ る。 し か し な が ら， 同 法 を な お 存 続 さ せ る ぺ き か 否

か は 立 法 政 策 あ 問 題 と い う ぺ き で あ る し， 前 述 し た よ う に． 同 法 の 制 定

目 的 に政 府又 は 地 方 公 共団 体 の不 確 定 な 債 務 の増 加 を 防 止 し． そ の財 政

の 健 全 化 を 図 る と い っ た こ と も 含 ま れ て い る と す れ ば， 一 概 に 同 法 の 存

在 理 由 が 乏 し い と も い い 切 れ な い の で あ っ て． 上 記 に み た よ う な 同 法 の
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仕 組 み か ら す れ ぱ同 法３ 条 の 「保 証 契 約」 を特 に限 定 的 に 解 しな け れ ぱ

な ら な い と い う だ け の 根 拠 も 認 め ら れ な い と い う ぺ き で あ る。

目 被 告 は．地 方 自 治 法 １ ９ ９ 条 ７ 項 前 段 や ２ ２ １ 条 ３ 項 の 規 定 を 挙 げ て，

地方 公 共団 体 が 損失 補 債 契約 を する こ と は 地 方自 治法 上 も 認 め られ て い

一
る 旨 を 主 張 す る

。

し か し． 財 政 援 助 制 限 法 が 有 効 に 存 続 し て い る と し て も． 地 方 公 共 団

休 の 行 う す ぺて の 保 証契 約 や損 失 補 償 契約 が 禁止 さ れ て い る わ け で はな

い か ら． 地 方 自 治 法 に 被 告 が 指 摘 す る よ う な 規 定 が あ る こ と は， 必 ず し

屯 同 法 が 本件 協 定の よ う な契 約 を 許蓉 して い ると い う根 拠 に は な らな い

（被 告 の よ う な 論法 に よ れ ば， 同 法 ２２ １ 条 ３項 の規 定 から 保 証 契 約一

般 が 許 容 さ れ て い る と い う こ と に な る が， そ れ が 不 当 で あ る こ と は 明 ら

か で あ る し， 被 告 も そ こ ま で は 主 張 し て い な い。）。

工 小 括

以 上 検 討 し た こ と か ら す る と， 財 政 援 助 制 限 法 ３ 条 は 政 府 又 は 地 方 公 共

団 体 が ｒ法 人 の 債 務」 に っ い て ｒ保 証 契 約」 を す る こ と を 禁 じ て お り， こ

こ に い う 『保 証 契約」 に 民 法上 の保 証 契 約 が 含ま れ るこ と は 明 ら か で ある

が， 前 述 し た 同 条 の 趣 旨 か ら す る と， こ れ に 類 し 同 様 の 棚 能， 実 質 を 有 す

る 合 意 も 同 条の 規 制 に服 す るも の と解 す る の が相 当 で ある。

本 件 協 定 は， 民 法 上 の 保 証 契 約 と は い え な い ま で 也， そ れ と 同 様 の 機 能
，

実 質 を 有 す る 也 の で あ っ て、 同 条 に よ一る 規 制 を 潜 脱 す る も の と い う ほ か は

な く． 同 条 に 反 す る 也 の と し て 連 法 な も の と 解 す る の が 相 当 で あ る。

（２〕 財 政 援 助 制 限 法３ 条 に遠 反 して 締 結さ れた 契 約 の効 力に っ い て

．５８． 横 浜 地 方 裁 判 所



被 告 は， 本 件 協 定 が 財 政 援 助 制 限 法 に 違 反 し， 遠 法 で あ っ た と し て も
， こ

れ を 私 法 上 無 効 で あ る と い う こ と は で き な い 旨 主 張 す る。

ア 財 政 援 助 制 限法 は， 同 法 ３ 条 に違 反 した 契約 の 効カ につ い て 具 体的 な 規

定 を 置 い て い な い。

し か し なが ら， 同条 は 政 府又 は 地 方 公 共団 体 の 法人 に 対 す る 財 政 援助 に

規 制 を 加 え る 観 点 から， 政府 又 は 地 方 公 共団 体 の外 部 的 行 動 そ の も のを 制

限 し た 規 定 で ある か ら
，

た ん な る 行 政 内部 に おけ る 手 続 規 定と は 解 され な

い し． 同 条 に遠 反 して さ れ た 契約 の 効力 に 影 響を 及 ぽ さな い 訓 示 規定 な い

し 注 意 規 定 で あ る と 解 す る の も 相 当 で な い。 し た が っ て， 同 条 は 契 約 の 効

カ を 定 め た 効カ 規 定 で あ る と解 す る の が 早 も自 然な 解 釈 で あ る と い うぺ き

で あ る；

イ 以 上 の こと か ら すれ ぱ， 本 件 協 定 は 財政 援 助制 限 法 ３ 条 に連 反 し無 効で

あ る と い う ほ か は な い。

被 告 は， 上 記 主 張 の 根 拠 と し て 最 高 裁 判 所 昭 和 ６ ２ 年 ５ 月 １ ９ 目 第 三 小

法 廷 判 決 （民 集 ４ １ 巻 ４ 号 ６ ８ ７ 頁） の 判 示 を 引 用 す る が． こ れ は． 専 ら

契 約 方 法 と いう 手 続的 な 側 面 か ら規 定 され た， 随 意 契 約 の制 限 に 関 す る法

令 に 違 反 し た 契 約 の 効 カ に つ い て 判 断 し た も の で あ り， 本 件 と は 事 案 が 異 ・

な る も の で あ っ て， 同 事 件 に お い て 間 題 と な っ た 法 令 と 財 政 援 助 制 限 法 ３

条 の 性 質 や 趣 旨等 の相 違 に 照 ら せ ば， 財政 援助 制 限 法 ３ 条 に反 す る契約 の

効 カ を 同 様 に 諭 じ る こ と は で き な い。

ウ し た が っ て， 本 件 協 定 は 私 法 上 無 効 で あ っ て， 本 件 の 支 出 命 令 及 ぴ 支 出

は． 無 効 な 支出 負 担 行為 に 基 づ いて さ れた も。のと して 違 法 であ る （な お，

．５ｇ． 横 浜 地．方 裁 判 所

本 伜 支 出 命 令及 ぴ 菜 出 は． 直 接 的 に は本 伜 和 解 契約 の 履 行と して さ れて い

る が
．

・こ の 点 に つ い て は 後 に 触 れ る
。
）
。

（３〕 阿部 市長 の 買 任 につ い て

前 記 の と お り． 本 件 の 支 出命 令 は 無 効 な 支 出負 担 行 為 を前 提と して 発せ ら

れ た も の で あ り． 客 嶺 的 に は 遠 法 な も の で あ る。

そ こ で． こ の よ う な 支 出 命 令 を 発 し た 阿 部 市 長 の 責 任 が 問 題 と な る が． こ

の 点 に つ い て は， 被 告 が 主 張 し て い る よ う に、 上 記 支 出 命 令 が 発 せ ら れ た 平

成 １ ７ 年 １月 当 時 にお い て は， 損 失 補債 契 約 を 締 結す る こと は 財 政 援 助 制 限

法 ３ 条 に 反 し な い 旨 の 自 治 省 行 政 礫 長 の 回 答 （乙 ５ ３） を 前 提 と
一
し て， そ の

よ う な 理 解 が 広 く 受 け 入 れ ら れ 七 い た と い え る。 そ し て， 地 方 公 共 団 体 に お

い て 本 件 協 定の よ う な損 失補 慣 契 約 は 広く 利 用 さ れ てい た し， 裁 判 例 と して

も こ れ を 適 法 と す る も の が あ っ た （乙 ４ ３）。

上 記 の よ う な 事 情に か ん が みる な ら ば， 阿 部 市 長が 本 件協 定 を 有 効 な もの

と 考 え． こ れ を 前 提 と す る 支 出 命 令 を 発 し た と し て も， そ の 貫 め に 帰 す こ と

の で き な い， や む を 得 な い 事 情 が あ っ た も の と 認 め る の が 相 当 で あ り， そ の

点 に 故 意， 過 失 が あ っ た と も 認 め ら れ な い。

ω 本件 各 金 融 機 関 に対 す る 返還言育求 にろ い て

ア 上 記 の と お り， 本 件 協 定 は 遠 法． 無 効 な も の で あ り， こ れ を 前 提 と す る

本 件 損 失 補 償 金 の 支 払 は 法 律 上 の 原 因 を 欠 く も の で あ る。

し か し， 現時 点 で， 川 崎 市 が 本 件 各 金融 機 関 に 対 して 既 に支 払 わ れ たこ

れ ら本 件 損 失 補 償金 を 不 当利 得 と して 返 還 を 求 め得 る かと い うこ と に なる

と， こ の 点 に っ い て は 重 大 な 疑 義 が あ る と い わ ざ る を 得 な い。

．６０． 横 浜 地 方 裁 判 所



イ す な わ ち
，

証 拠 （甲 １
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，
３ ７

，

３ ８， ４ ０） 及 ぴ 弁 論 の 全 趣 旨 に よ れ ば． 従 前 か ら， 川 崎 市 （川 崎 港 港 湾

管 理 者） は， 社 団法 人 日 本 港 湾 協 会及 び 株 式 会杜 野 村 総 合 研究 所 に よ る調

査 結 果 等 を 踏ま え， 東 京 湾 に お け るコ ン テ ナ 貨物 量 が 増 大 する こ と を 予測

し， 川 崎 港 に コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル を 整 備 す る こ と を 計 画 して い た こ と， 川

崎 市 は， 川 崎 港 振 興 協 会 内 の コ ン テ ナ 間 題 検 討 委 員 会， 川 崎 港 運 協 会 及 ぴ

川 崎 商 工 会 議 所 の 意 見 や 要 望 も あ っ て、 コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル の 管 理 運 営 は

第 三 セ ク タ ー方 式に よ り 設 立 さ れ た株 式 会 杜 によ り 運 営 さ れる の が 望ま し

い と 判 断 して． 平 成 ６ 年 ５ 月 １ ０
．
日 に 訴 外 会 杜 が 設 立 さ れ た こ と， 訴 外 会

杜 に お い て は市職 員 が そ の 取 締 役及 ぴ 監 査 役等 を 務 め， 川 崎 市 は． 設 立後

赤 字 経 営 が 続 ＜ 同 杜 に 対 し て， 荷 さ ば き 地 使 用 料， ガ ン ト リ ー ク レ ー ン 使

用 料， ふ 頭 用 地 使 用 料， 荷 役 機 械 置 場 使 用 料， ゲ ー ト 関 連 施 設 使 用 料， メ ー

ン テ ナ ン ス ショ ッ プ 使 用 料， 電 気 施 設 使 用 料 等 の 減 額 及 び 免 除 を 行 う 等．

様々 な 経 営支援 を 行 う一 方 で， 本 件 各 金 融機 関 に対 して 訴 外会 杜 へ の 融資

を 要 請 し た こ と， 本 件 各 金 融 機 関 は，
前 記 第 ２， ２（２ 吸 ぴ（３〕の と お り， 川

崎 市と の間 で本 件 協 定 を締 結 し， 同 協 定友 ぴ乍の 後 に 川 崎 市が 何 度 にも わ

た り 発 行 した経 営 指導 念 書 を 前 提 と して， 訴 外会 杜 に 対 して本 件 貸付 を 含

む 総 額 ５ ４ 億 円 に も 及 ぶ 貸 付 を 実 行 し た こ と が， そ れ ぞ れ 認 め ら れ る。

上 記 の よ う に． 訴 外 会 杜 の 設 立 及 ぴ そ の 後 の 運 営 に つ い て は 川 崎 市 が 深

く 関 与 してお り１ 同 事 業 は川 崎 市 が主 体 的 に推 進 し て き た ものと い っ ても

過 言 で は な い。 そ し て、 そ の 過 程 に お い て， 本 件 各 金 融 機 関 は 川 崎 市 か ら

．６１． 横 浜 地 方 裁 判 所

の 要 請 に 基 づ い て， 同 市 と の 間 で 本 俳 協 定 を 締 結 し た 上 で 訴 外 会 杜 へ の 専

業 資 金 の 貸 付 け を 開 始 し た の で あ り， 川 崎 市 及 ぴ 本 件 各 金 融 機 関 が そ の 効

カ を 疑 っ て い た よ う な 形 跡 は な い し， そ の 点 に つ き 双 方 に 貢 め ら れ る ぺ き

点 が あ っ た と も い え な い。 加 え て． 川 崎 市 は 本 件 協 定 の 締 結 は ち と よ り１

本件 損 失補 償 金 の支 払 に っ い て も市 議 会 の 正 式な 決 議を 経 て お り， 本伜 損

失 補 償 金 は 既 に 本 伜 各 金＝融 機 閲 に 対 し て 支 払 済 み で あ っ て， そ の 総 額 が ９

億 円 と い う 多 額 に 上 る こ と か ら す れ ぱ。 そ の 返 還 を 認 め る こ と は 川 崎 市 を

信頼 して融 資 を 継 続 して き た 本 件各 金 融 機 閲に 対 して予 期 しな い 多 大 の損

害 を 被 ら せ る こ と に な る こ と は 明 ら か で あ る。 こ の よ う な 事 態 は。 上 記 の

よう に， 川 崎 市 が 主体 的 に 訴 外 会 杜へ の 融 資 を要 謂 し， 本 件 協 定 を 締結 し

て 一 定 の 限 度 ま で は 資 任 を 負 う 旨 を 明 ら か に し て き た こ と
．
に 照 ら す な ら

ば， 著 し く 信 義 に 反 す る こ と と い わ な け れ ば な ら な い。

以 上 のよ う な 諸事 情 に 照 ら す なＦ ば． 本 件損 失 補 償金 が 緒 局 は 川崎 市 民

の 負 担 に 帰 す る こ と に な る こ と を 考 慮 し た と し て 也， 川 崎 市 が 本 件 各 金 融

機 関 に 対 して 本 件損 失 補 償 金 め 返還 を求 め るこ と は信 義 則 に 照 ら して 許 さ

れ な い も の と 解 さ れ る。 し た が っ て， 原 告 の 本 件 各 金 融 機 関 に 対 し て 本 件

損 失 補償 金 の 返 遺を 請 求 す る よう 求 める 訴 えも 棄 却す ぺ き と い う こと に な

る
。

ウ な お． 本 件 損 失 補 償 金 は， 直 接 的 に は 本 伜 和 解 契 約 を 原 因 と し て 支 出 さ

れ て い る （前 記 第 ２． ２（５）） の で， こ の 点 に っ い て 付 言 す る。

本件 和 解 契 約 が互 い の 譲 歩 に 基 づ く 民 法上 の 和 解契 約 で ある と す れ ぱ、

本 件協 定 の 有 効， 無 熱 に か か わ ら ず 本 件 各金 融 機 関に は 不当 利 得 は 発 生 し

．６２一
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な い と い う こ と も 考 え ら れ な い で は な い。 こ の 点， も と も と 本 件 協 定 に 基

づ いて 川 崎 市 が負 担 し て いた 損 失 補 償 債務 の 額 は， 平 成６ 年 皮 川 崎 市特 別

会 計予 算 に 定 め られ た損 失 補 償 額 （９ 億円） を 限度 とす る 融 資 額 （寒際 に

は 総 額 ８億 円）． 未 払利 息及 ぴ遅 滞 利 息の 合 計 額と さ れ て お り （本 件 協 定

１条， ５条 ４ 項）． それ ら を合 計 す る と訴 外 会 杜の 破 産 廃 止 決 定 が さ れた

時 点 で １ ０ 億 ０ ９ ６ ５ 万 ６ １ ６ ４ 円 で あ っ た と い う の で あ り， そ の 貸 付 状

況 等 に っ いて 川 崎 市と 本 件 各 金融 機 関の 問 で 争い があ っ た よう に は 見受 け

ら れ な い し， 川 崎 市 が 総 額 で ９ 億 円 を 下 回 る 損 失 楠 償 額 を 主 張 し て い た わ

け で も な い。 し た が っ て， 本 件 和 解 契 約 は， 川 崎 市 に お い て 何 ら か の 譲 歩

を し た わ け で は な く，本 件 各 金 融 機 関 の み が 一 方 的 に 債 権 の 一 部 を 放 棄 し，

支 払 に つ い て 猶 予 を 与 え る と い う 内 容 の も の で あ る。 し た が っ
一
て， 本 件 和

解 琴 約 は 民 法上 の 和解 契 約 と して の 実 質を 有 す るも ので は なく， 本 件 協定

を 前 提 と して， そ の履 行 方 法 を合 意 した に す ぎな いも の と 認 め る の が相 当

セ あ る。

第６ 緒 諭

以 上 の 次 第 で あ っ て， 本 件 訴 え の う ち， 高 橋 元 市 長 に 対 し て 損 害 賠 償 の 請 求

を す る よ う 求 め る 訴 え は 不 適 法 で あ る か ら 却 下 し． 阿 部 市 長 に 対 し て 損 害 賠 債

の請 求 を す る よ う求 め る請 求 及 ぴ 本 件 各 金 融機 関 に対 し て本 件 損 失 補 償 金 の返

還 を 求 め る 請 求 はい ず れも 理 由 が な い か ら棄 却 す るこ とと し， 訴訟 費用 の負 担

に つ い て 行 政 事 件 訴 訟 法 ７ 条、 民 事 訴 訟 法 ６ １ 条 を 適 用 し て， 主 文 の と お り 判

決 す る。

横 浜 地 方 裁判 所 第１ 民 事 部

．６３． 横 浜 地 方 裁 判 所

裁 判長 裁 判 官 河 村 吉 晃

裁判官 植 村 京 子

裁 判 官 高 橋 心 平

戸
し

．６４． 横 浜 地 方 裁 判 所
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内
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藤 誠 一
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郎

毅

雄

雄

伸

達

藤

本

藤

安

橋

齋

同

同

吉 田 孝 司

小 佐 野 晃

則

人

和

正

原

村

篠

野

同

同

同

同

同
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別 紙

当 事 者 目録

川 崎 市 川 崎 区 砂 子 １ － １ ０ － ２ ソ シ オ 砂 子 ビ ル ８ ０ ２ 号 川 崎 合 同 法律 事

務 所内

ン

仁

正

治

司

明

文

衛

雄

久

健

美

元

子

史

マズ

代

プン

義

武

芳

隆

利

智

孔

隆

温

登

彩

匡

オ民柿

原

口

水

川

締

村

本

村

田

嶋

辺

原

口

積

桃か

篠

江

清

大

高

岩

根

西

藤

三

渡

神

川

穂

告

事

士

幹

護

表

弁

ヤ

人

ｆ

理

者

犬

表

洲

代

訴

原

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

長

夫

市

孝

崎

部

川

阿

告

地番－町本官区

被

崎」市崎」
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